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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官 東 政幸

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量
令和８年度「ラジオ（ＦＭ補完放送）に係
る周知広報方策に関する調査」の請負 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 入札説明書による。
 納入場所 入札説明書による。
 開札の日時及び場所 令和８年11月２日午
後２時 総務省大臣官房会計課入札室

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者。
 総務省競争参加資格（全省庁統一資格）役
務の提供等Ａ、Ｂ又はＣ等級に格付けされ、
関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている提案書等を令和８年10月14日から
10月21日午後５時までに「電子調達システム」
により提出しなければならない。ただし、「電子
調達システム」によりがたい場合には、下記６
に示す場所に期限までに提出しなければならな
い。提出された提案書等を審査の結果、当該案
件を履行できると認められた者に限り入札の対
象者とする。なお、提出した提案書等について
説明を求められたときは、これに応じなければ
ならない。

４ 電子調達システムの利用
本件は、「電子調達システム」を利用した応札、
入開札及び契約手続を使用するものとする。た
だし、「電子調達システム」によりがたい場合に
は、入札説明書に定める理由書を下記６に示す
場所に令和８年10月21日午後５時までに提出
し、承認を得た場合に限り、紙による応札、入
開札及び契約手続によることができるものとす
る。
なお、詳細については入札説明書のとおり。

５ 入札書の提出
入札書は、「電子調達システム」により令和８
年10月21日午後５時までに提出すること。ただ
し、上記４により紙による応札（持参又は郵送）
の場合には、入札書は封筒に入れ封かんし、そ
の表面に入札者氏名、入札件名及び開札日を記
入の上、令和８年10月21日午後５時までに下記
６に示す場所に提出すること。
６ 問合せ先
〒1008926 東京都千代田区霞が関二丁目１
番２号 総務省大臣官房会計課契約第二係 担
当 中村 亮平 電話0352535132
７ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者の入札及び入札の条件に違
反した入札
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 資格審査申請書の提出 競争参加資格のな
い者で入札を希望する者は、所定の資格審査
申請書に必要事項を記入の上、上記６に示す
場所に提出すること。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
10％に相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて定めた予定価格の制限
の範囲内の入札金額を提示した入札者であっ
て、入札説明書で指定する性能、機能等の要
件のうち、必須とした項目についての基準を

すべて満たしている提案をした入札者の中か
ら入札説明書で定める総合評価落札方式を
もって落札者を決定する。
 詳細は入札説明書による。
８ Summary

 Contracting entity : Higashi Masayuki,

Planning Director of the Accounts Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Internal

Affairs and Communications (MIC)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Contract for a Survey on Public

Awareness and Publicity Strategies for FM

Complementary Broadcasting (FY2026) 1

set.

 Fulfillment period : As shown in the

tender documentation

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 5 : 00 PM 21

October 2026 (tenders brought with 5 : 00

PM 21 October 2026 or submitted by mail :

5 : 00 PM 21 October 2026)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : 1. not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause 2. not

come under Article 71 of the Cabinet Order

concerning the Budget, Auditing and Ac‑

counting 3. have Grade A, B or C offer of

services etc in the Kanto・Koushin'etsu
district, in terms of the qualification for

participating in tenders by MIC (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

 Contact point for the notice : Nakamura

Ryohei, Accounts Division, Minister's Sec‑

retariat, MIC, 212 Kasumigaseki,

Chiyoda‑ku, Tokyo 1008926 Japan. TEL
0352535132
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

支出負担行為担当官
四国財務局総務部長 米倉 洋成

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 37
１ 電子調達システムの利用
本件は「調達ポータル」 https://www.
p-portal.go.jp/pps-web-biz/を利用した応札及
び入開札手続きにより実施するものとする。た
だし、「紙」による入札書等の提出も可とする。
２ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量

令和８年度高松サンポート合同庁舎物品
（空気調和機ほかフィルタ）購入 1852枚
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月19日
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 上記の件名で総価で入札に付
する。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約
金額の110分の100に相当する金額を入札書に
記載すること。

３ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度の資格審査結果通知書
（全省庁統一資格）において、資格の種類「物
品の製造」又は「物品の販売」において「Ａ」
又は「Ｂ」等級に格付けされ、四国地域の競

争参加資格を有する者、又は、当該競争参加
資格を有していない者で、証明書等の受領期
限までに競争参加資格審査を受け、競争参加
資格者名簿に登載された者であること。
 当局の契約担当官等と締結した契約に関
し、契約に違反し、又は、同担当官等が実施
した入札の落札者となりながら、正当な理由
なくして契約を拒み、ないしは当局の入札等
の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契
約の相手方として不適当であると認められる
者でないこと。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極端に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 下記４で入札説明書等の交付を受けた者
で、入札参加資格の審査に合格した者である
こと。

４ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒7608550 香川県高松市サンポート３番
33号高松サンポート合同庁舎南館１階 四国
財務局総務部合同庁舎管理官 電話087
8110600
 入札説明書の交付方法 本公告の日から
 調達ポータル 下記の期間内に調達
ポータルを利用して取得すること。
 電子メール 電子メールによる交付を希
望する者はgouchou@sk.lfb-mof.go.jp宛
てに下記の期間中にメールを送付するこ
と。なお、メール本文には入札者の氏名・
住所、担当者の氏名・連絡先を記載し、資
格審査結果通知書（全省庁統一資格）（写）
を添付すること。
 紙 紙による交付を希望する場合は、上
記へ連絡のうえ交付を受けること。

 証明書等の受領期限 令和８年10月22日17
時00分
 入札書の受領期限 令和８年10月28日13時
20分

 開札の日時及び場所 令和８年10月28日13
時30分 高松サンポート合同庁舎南館７階
四国財務局専用会議室２
 からについては、調達ポータルにおい
てシステム障害が発生した場合には、別途通
知する日時に変更する場合がある。

５ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除する。
 入札の無効 本公告３に示した競争参加資
格のない者の提出した入札書及び入札に関す
る条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要する。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : YONEKURA Yosei, Di‑

rector of General Affairs Department, Shi‑

koku Regional Finance Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Air‑conditioning unit filters and

other filters in the Takamatsu Sunport Na‑

tional Government Building. 1,852 units.

 Delivery period : March 19, 2027.

 Delivery place : Refer to the tender ex‑

planation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, Mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 Not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 Have Grade「A」or「B」in Manufac‑
ture or Selling in terms of qualification

for participating in tenders by Organiza‑

tions in the Shikoku area in the qualifica‑

tion examination results notification

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal years 2025, 2026

and 2027.

 Not those who are judged to be in‑

appropriate as the other party to a con‑

tract on account of having violated any

of the clauses of contract and illegal or

unfair act previously made with an offi‑

cial in charge of any of the relevant re‑

gional bureaus, or branch bureaus, or di‑

visions, or offices.

 Have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

 An eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a severe degradation, and who

is sure to implement the contract.

 Time‑limit for acceptance : 5 : 00 p.m. Oc‑

tober 22, 2026.

 Time‑limit for tender : 1 : 20 p.m. October

28, 2026.

 Contact point for the notice : Special

Staff Section for Common Building for Go‑

vernment Offices, Shikoku Regional Fi‑

nance Bureau, 333 Sunport Takamatsu
City, Kagawa‑pref 7608550 Japan. TEL
0878110600.
 Details and others : Refer to the tender

explanation.
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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 西尾 尚記

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 15、28、29
 件名及び数量 災害用官給スマートフォン
の借入れ等 一式
 調達案件の仕様等 調達案件の仕様等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特性
を有すること。
 借入期間 令和９年１月１日から令和10年
12月31日まで
 履行場所 当方の指定する場所
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に、10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
が生じた場合は、その端数金額を切り捨てた
金額とする。）をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において業種区分が「物
品の製造」又は「物品の販売」で「Ａ」又は
「Ｂ」等級に格付けされ、関東・甲信越地域
の競争参加資格を有する者、又は当該参加資
格審査を受けていない者で、競争参加資格審
査申請書を提出し、入札書の受領期限までに
競争参加資格審査を受け競争参加資格者名簿
に登載され、当該等級に格付けされた者であ
ること。

 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 本公告の物品を第三者をして貸付けしよう
とする者にあっては、当該物品を自ら貸付け
できる能力を有するとともに、第三者をして
貸付けできる能力を有することを証明した者
であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所
〒1008978 東京都千代田区霞が関３

１１ 国税庁長官官房会計課
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札説明書の交付方法 随時交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
５日14時00分 国税庁第五会議室
 証明書等の受領期限 令和８年10月28日17
時00分
 入札書の受領期限 令和８年11月10日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月13日10
時30分 国税庁第五会議室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書の提出も可とする。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した入
札参加のために必要な書類をそれぞれの受領
期限までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札日の前日までの間において、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。

 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 入札書の入札価格が予
算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った者を落札者とす
る。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 問い合わせ先 国税庁長官官房会計課契約
第二係 岡田 真一 電話0335814161
内線3645
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIO Naoki, Director,

Accounts Division, Commissioner's Sec‑

retariat, National Tax Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 28, 29

 Nature and quantity of the products to be

rent. : Lease for Official‑Use Smartphones

for Disaster Response 1 set.

 Rent period : From 1 January 2027 th‑

rough 31 December 2028.

 Service place : Location specified by Na‑

tional Tax Agency.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

⒞ have Grade A or B in manufactur‑

ing or sale etc in the Kanto‑Koushinetsu

district, in terms of the qualification for

participating in tenders related to Minis‑

try of Finance (Single qualification for

every ministry and agency) in the fiscal

years 2025, 2026 and 2027.

⒟ have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

⒠ an eligible person is a person whose

business condition and credit are deemed

not to be a sever degradation, and who is

sure to implement the contract.

⒡ Prove to have the ability to lease the

products concerned by themselves in ad‑

dition to by a third party, should the pro‑

ducts requested through this notice be

leased by a third party.

 Time‑limit for tender : 17 : 00 10 No‑

vember 2026.

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : OKADA

Shinichi Procurement Section, Accounts Di‑

vision, Commissioner's Secretariat, Nation‑

al Tax Agency, 311, Kasumigaseki,
Chiyoda‑ku, Tokyo, 1008978, Japan. TEL
0335814161 ex. 3645

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
東京国税局総務部次長 生田目 靜

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71
 件名及び数量 確定申告期における作成
コーナー用パソコンの設定等に係る業務委託
１式
 調達案件の仕様等 調達案件の仕様等に関
し、支出負担行為担当官が別途指示する特性
を有すること。
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 履行期限 令和９年３月31日まで
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に消費税及び地方消費
税に相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数は切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった金額から消費税及び地方消費税に相当
する金額を控除した金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）において業種区分が「役
務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級
に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加
資格を有する者、又は当該参加資格審査を受
けていない者で、競争参加資格審査申請書を
提出し、入札書の受領期限までに競争参加資
格審査を受け競争参加資格者名簿に登載さ
れ、当該等級に格付けされた者であること。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 その他 詳細は入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び入札説明書の交付場所
〒1048449 東京都中央区築地５３１
東京国税局総務部会計課用度係
ただし、入札説明書は「調達ポータル」を
利用して入手することができる。
 入札説明書の交付方法 随時交付する。

 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
２日10時00分 東京国税局１階第２入札室
 証明書等の受領期限 令和８年11月16日10
時00分
 入札書の受領期限 令和８年11月17日10時
30分
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日11
時00分 東京国税局１階第２入札室

４ 調達ポータルの利用
本件は、調達ポータルを利用した応札及び入
開札手続により実施するものとする。
ただし、紙による入札書の提出も可とする。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書で示した入
札参加のために必要な書類をそれぞれの受領
期限までに提出しなければならない。また、
入札者は、開札日の前日までの間において、
支出負担行為担当官から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 入札書の入札価格が予
算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき、又はその者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。
 手続における交渉の有無 無。

 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
のとおり。
 問い合わせ先 東京国税局総務部用度係
本田 圭吾 電話0335422111 内線2227
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NAMATAME Yasushi,

Deputy Assistant Regional Commissioner

(Management and Coordination), Tokyo

Regional Taxation Bureau.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71

 Nature and quantity of the services to be

required. : Setting of personal computer for

tax consultation 1 set.

 Fulfillment period : From 17 November

2026 through 31 March 2027.

 Fulfillment place : Refer to the tender ex‑

planation.

 Time‑limit for tender : 10 : 30 17 No‑

vember 2026.

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : HONDA

Keigo Procurement Section, Management

and Coordination, Tokyo Regional Taxa‑

tion Bureau, 531, Tsukiji, Chuo‑ku,
Tokyo, 1048449, Japan. TEL 033542
2111 ex. 2227

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting. Furthermore,

minors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

⒝ not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

⒞ have Grade A, B or C offer of

services etc in the Kanto‑Koushinetsu dis‑

trict, in terms of the qualification for par‑

ticipating in tenders related to Ministry

of Finance (Single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

⒟ have not received suspension of de‑

signated contractor status, etc. from any

ministry or agency (including person spe‑

cially qualified by officials in charge of

disbursement of the procuring entity).

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
国土交通省物流・自動車局長 舟本 浩

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇第 28 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
令和８年度審査・リコール課個別業務シス
テムの後期改修 一式
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムによりがたい場合は、紙入札方式参加
願、紙契約方式承諾願を提出するものとする。
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 契約締結日から令和９年３月31
日
 納入場所 国土交通省が別途指定する場所
 入札方法 上記１について、契約に関す
る一切の諸経費を含めた総価で行う。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額に
当該金額の10％に相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
非課税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額の110分の100に相当する金額を入札
書に記載すること。
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しないものであるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別な理由がある場合
に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ等
級に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加
資格を有する者であること。
 入札説明書及び仕様書の交付を受けた者で
あること。
 国土交通省大臣官房会計課長から指名停止
を受けている期間中でないこと。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者ではないこと。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書等の提出場所等
 証明書の提出場所、契約条項を示す場所、
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
〒1008918 東京都千代田区霞が関２

１３ 国土交通省物流・自動車局総務課経
理第四係 松田 遥由 電話0352538111
内線41136
国土交通省電子調達システムのＵＲＬ
https://www.geps.go.jp/

 仕様書、入札説明書の交付場所及び問い合
わせ先
〒1008918 東京都千代田区霞が関２

１３ 国土交通省物流・自動車局総務課経
理第四係 松田 遥由 電話0352538111
内線41136

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）及び紙入札方式による証明書等
の受領期限 令和８年11月16日17時00分

 電子調達システムによる入札書及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年11月17日12時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日13
時30分 国土交通省８階物流・自動車局会議
室（扉番号850）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 留意事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
証明書等を所定の受領期限までに上記３
に示す場所に提出しなければならない。
なお、、いずれの場合も、開札日の
前日までの間において契約担当官等から当
該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
であり、入札説明書の要件要求を全て満たし
た入札者の中から、最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者とする。ただし、落
札者となるべき者の入札価格によっては、そ
の者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取
引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札した
他の者のうち最低価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 その他詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HUNAMOTO Hiroshi

Director General, Logistics and Road

Transport Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transportand Tourism

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Final phase of the FY2026 sys‑

tem revision for the Type Approval and Re‑

call Division, 1 set

 Delivery limit : From a Contract day to

31 March 2027

 Delivery place : The place specified by

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade ｢A｣ in offer of Services
in the Kanto・Koushinetsu district, in‑
terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

(Single qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2025／
2026／2027

 Time‑limit for tender : 12 : 00, 17 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : MATSUDA

Haruyoshi, General Affairs Division, Lo‑

gistics and Road Transport Bureau, Minis‑

try of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism, 213 Kasumigaseki

Chiyodaku, Tokyo 1008918 Japan, TEL
0352538111 Ex. 41136

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

支出負担行為担当官代理
北海道開発局開発監理部
会計課長 松永 明博

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01
〇開発会計第 16 号（№16）
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 借入件名及び数量
北海道開発局端末管理システム外一式の借
入及び保守（再リース）（電子入札対象案件）
（電子契約対象案件）
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年２月１日から令和10年
１月31日まで
 借入場所 入札説明書による。
 入札方法 総価で行う。なお、落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の10に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を記載した入札書
を提出すること。
 電子調達システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札及び契約を電子調達システ
ムで行う対象案件である。なお、電子調達シ
ステムにより難い場合は、紙入札方式参加願
及び紙契約方式手続願を提出するものとす
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和07・08・09年度の国土交通省競争参加
資格（全省庁統一）「物品の製造」、「物品の販
売」又は「役務の提供等」において、Ａ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされ、北海道地域の競
争参加資格を有する者であること。





令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（「競争
参加者の資格に関する公示」（令和８年３月31
日付官報）に基づき書類を提出した者を除
く。）でないこと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。
 申請書等の受領期限の日から落札決定の時
までの間に、北海道開発局長から指名停止を
受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 電子調達システムから入札説明書等を直接
ダウンロードした者であること、又は支出負
担行為担当官から入札説明書等の交付を受け
た者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒0608511 札幌市北区北８条西２丁目
北海道開発局開発監理部会計課契約スタッフ
仲河 篤 電話0117092311 内線

5832
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
調達ポータル
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
上記３の問い合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付方法 電子調達システム
により交付する（入札説明書等に対する質問
回答書についても同様に交付するので、ダウ
ンロードの際に「更新通知メールの配信を希
望する」に必ずチェックすること。）。
ただし、やむを得ない事由により電子調達
システムによる交付を受けることが困難な場
合は上記３に問い合わせること。
 電子調達システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 令和８年10月28日14
時00分

 電子調達システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 令和８年12月
１日12時00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月３日９
時30分 北海道開発局15階入札公示室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（申請書等）を所定
の受領期限までに上記３に示すＵＲＬに
提出しなければならない。
 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な申請書等を所定の受領期限までに上
記３に示す場所に提出しなければならな
い。
なお、、いずれの場合も、開札日の前
日までの間において、支出負担行為担当官か
ら当該書類に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本入札公告等に示した競争参
加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽
の記載をした者のした入札、入札の条件に違
反した者のした入札及び入札者に求められた
義務を履行しなかった者のした入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の
秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の決定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる一般競争参加資格の決
定を受けていない者も上記３により申請書

等を提出することができるが、競争に参加す
るためには、落札決定の時において、当該資
格の決定を受け、かつ、競争参加資格の確認
を受けていなければならない。なお、当該資
格の申請は「競争参加者の資格に関する公示」
により随時受け付ける。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MATSUNAGA Akihiro,

Deputy Official in charge of disbursement

of the procuring entity, Chief of Accouting

Division, Development Administration De‑

partment, Hokkaido Regional Development

Bureau

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

leased : Terminal Management systems 1

set (Re‑lease)

 Lease period : From 1 February 2027 th‑

rough 31 January 2028

 Lease place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

of the manufacture of product, sale of

product or offer of services etc. by Mi‑

nistry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism (Single qualification for

every ministry and agency) in Hokkaido

region in the fiscal year of 2025・2026・
2027

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi‑

net Order

 not be currently under suspension of

nomination by Director‑General, Hok‑

kaido Regional Development Bureau dur‑

ing the time of successful bid decision

from time limit for the submission of ap‑

plication forms and relevant documents

for the qualification

 obtained a bid manual directly from

system or the person of ordering

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 p.m. 28 October 2026

 Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 1 De‑

cember 2026

 Contact point for the notice : NAKA‑

GAWAAtsushi, Contract Section, Account‑

ing Division, Hokkaido Regional Develop‑

ment Bureau, Nishi 2‑Chome, Kita 8‑Jo,

Kita‑ku, Sapporo, Hokkaido, 0608511,
Japan TEL 0117092311 ext. 5832

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

支出負担行為担当官
東京航空局長 伊地知英己

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空契第 421 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達等件名及び数量 新千歳空港事務所札
幌分室875kVA発電装置一式の製造
 引渡場所 新千歳空港事務所札幌分室
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約締結日の翌平日から令和10
年３月22日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。
また、本案件は、契約手続きにかかる書類
の授受を、原則として電子調達システムで行
う。なお、電子調達システムによりがたい場
合は、発注者の承諾を得て紙方式に代えるも
のとする。
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ又は
Ｂ等級に格付けされた競争参加資格を有する
者であること。なお、当該資格を有していな
い者については、「競争参加者の資格に関する
公示」（令和８年３月31日付官報）に記載され
ている申請方法等により、競争参加資格の申
請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 次に掲げる要件を満足する者であること。
１）次に揚げる業務実績（履行中のものは除
く。）を有するものであること。
平成23年４月１日以降公告日までに完了
した次に掲げる要件を満たす製造納入実績
を有すること。
・「定格出力が375kVA以上のディーゼル
機関発電装置」を自ら設計及び製造し、
納入した実績を有すること。

２）調達物品に対し、仕様書に基づく製造等
を行える者であること。
・調達物品の設計及び製造を行うために必
要な組織体制を有すること。
・調達物品の製造計画等が適切であるこ
と。

３）調達物品に対し、仕様書に基づくアフ
ターサービスが整備された者であること。
・不具合が発生した場合の連絡体制が常時
整っていること。
・不具合が発生した場合の技術者派遣要請
に対し、24時間以内に技術者を派遣でき
ること。
・構成部品の供給について、最低20年間可
能であり、３ヶ月以内に納入場所へ供給
できること。

４）調達物品に対し、品質管理体制が整備さ
れた者であること。
・品質管理に関する組織体制及び社内規定
が整備されていること。

 ３により入札説明書等を直接入手した者
であること。

３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1020074 東京都千代田区九
段南１１15九段第二合同庁舎 東京航空
局総務部契約課 ＴＥＬ0368801505
 入札説明書の交付方法
⒜ 入札説明書等を電子調達システムにより
交付する。交付期間は、本日より令和８年
11月18日までとする。電子調達システムに
よる入札説明書等のダウンロード方法につ
いては、次を参照のこと。
https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/files/

20-240202-02.pdf
⒝ やむを得ない事由により、⒜の交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に事前連絡をしたうえで、の場所
において無償で交付を受けることができ
る。交付期間は本日より令和８年11月18日
（但し、行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定す
る行政機関の休日（以下「休日」という。）
を除く。）の10時00分から12時00分及び13時
00分から17時00分までとする。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和８年10月27日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和８年11月17日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和８年11月17日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和８年11月18日13時30分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 開札日時及び場所 令和８年11月18日13時
30分 東京航空局総務部契約課

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する支出
負担行為担当官からの照会があった場合に
は、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には移行しない。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。但し、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。なお、落札者とな
るべき者が２者以上となった場合は、くじに
より落札者を決定するものとする。
 契約書作成の要否 要
 その他詳細 入札説明書による。

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IJICHI Hideki, Director‑

General, East Japan Civil Aviation Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism
 Classification of the services to be pro‑

cured : 16
 Subject matter of the contract : 875kVA

Diesel Generator. 1 set
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 P.M. October 27, 2026
 Time‑limit for the submission of tenders
 By electronic bidding system or mail :

4 : 00 P.M. November 17, 2026
 By tenders should be brought with :

1 : 30 P.M. November 18, 2026
 Contact point for tender documentation :

1115 Kudanminami Chiyoda‑ku Tokyo
1020074 Japan TEL 0368801505

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

支出負担行為担当官
東京航空局長 伊地知英己

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇東空契第 419 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達等件名及び数量 東京航空交通管制部
１号機2000kVA発電装置一式の製造
 引渡場所 東京航空交通管制部 機械棟
自家発電機室
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 契約締結日の翌平日から令和10
年３月22日まで
 電子調達システム対象 本案件は、資料等
の提出、入札等を電子調達システムで行う対
象案件である。なお、電子調達システムによ
りがたい場合は、紙入札による参加の承諾願
いを提出すること。
また、本案件は、契約手続きにかかる書類
の授受を、原則として電子調達システムで行
う。なお、電子調達システムによりがたい場
合は、発注者の承諾を得て紙方式に代えるも
のとする。
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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」のＡ又は
Ｂ等級に格付けされた競争参加資格を有する
者であること。なお、当該資格を有していな
い者については、「競争参加者の資格に関する
公示」（令和８年３月31日付官報）に記載され
ている申請方法等により、競争参加資格の申
請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始又は民事
再生法に基づき再生手続開始の申立てがなさ
れている者でないこと。
 競争参加資格確認申請書等の提出期限から
開札日までの間に、国土交通省東京航空局長
から指名停止を受けていない者であること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続き方法等
 担当部局 〒1020074 東京都千代田区九
段南１１15九段第二合同庁舎 東京航空
局総務部契約課 ＴＥＬ0368801505
 入札説明書の交付方法
⒜ 入札説明書等を電子調達システムにより
交付する。交付期間は、本日より令和８年
11月18日までとする。電子調達システムに
よる入札説明書等のダウンロード方法につ
いては、次を参照のこと。
https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/files/

20-240202-02.pdf
⒝ やむを得ない事由により、⒜の交付方法
による入手ができない入札参加希望者は、
上記に事前連絡をしたうえで、の場所
において無償で交付を受けることができ
る。交付期間は本日より令和８年11月18日
（但し、行政機関の休日に関する法律（昭
和63年法律第91号）第１条第１項に規定す
る行政機関の休日（以下「休日」という。）
を除く。）の10時00分から12時00分及び13時
00分から17時00分までとする。

 競争参加資格確認申請書等の提出期限 令
和８年10月27日14時00分までに必着。
 入札書の提出期限
⒜ 電子調達システムにより入札する場合
開札日前日の令和８年11月17日16時00分ま
で。
⒝ 郵送等により入札書を提出する場合 開
札日前日の令和８年11月17日までに必着。
⒞ 持参により入札書を提出する場合 開札
日時の令和８年11月18日10時00分に持参。

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

 開札日時及び場所 令和８年11月18日10時
00分 東京航空局総務部契約課

 次に掲げる要件を満足する者であること。
１）次に揚げる業務実績（履行中のものは除
く。）を有するものであること。
平成23年４月１日以降公告日までに完了
した次に掲げる要件を満たす製造納入実績
を有すること。
・「定格出力が375kVA以上のディーゼル
機関発電装置」を自ら設計及び製造し、
納入した実績を有すること。

２）調達物品に対し、仕様書に基づく製造等
を行える者であること。
・調達物品の設計及び製造を行うために必
要な組織体制を有すること。

・調達物品の製造計画等が適切であるこ
と。

３）調達物品に対し、仕様書に基づくアフ
ターサービスが整備された者であること。
・不具合が発生した場合の連絡体制が常時
整っていること。
・不具合が発生した場合の技術者派遣要請
に対し、24時間以内に技術者を派遣でき
ること。

・構成部品の供給について、最低20年間可
能であり、３ヶ月以内に納入場所へ供給
できること。

４）調達物品に対し、品質管理体制が整備さ
れた者であること。
・品質管理に関する組織体制及び社内規定
が整備されていること。

 ３により入札説明書等を直接入手した者
であること。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札参加者に要求される事項 開札日の前
日までに申請書及び資料の内容に関する支出
負担行為担当官からの照会があった場合に
は、説明をしなければならない。
 競争参加資格の確認 競争参加資格確認申
請書等を提出し、支出負担行為担当官から競
争参加資格の有無について確認を受けなけれ
ばならない。
 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、競争参加資格確認申請書等に虚偽の記
載をした者のした入札並びに入札に関する条
件に違反した者のした入札は無効とする。
 入札方法 入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、本案件に係る諸経費等を含め
見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。落札決定
に当たっては、入札書に記載された金額に当
該金額の10％に相当する額を加算した金額
（円位未満端数切捨。）をもって落札価格とす
る。原則として、当該入札の執行において入
札執行回数は２回を限度とする。なお、当該
入札回数までに落札者が決定しない場合に
は、原則として予算決算及び会計令第99条の
２の規定に基づく随意契約には移行しない。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。但し、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者のうち最低の価格をもって入札した者を
落札者とすることがある。なお、落札者とな
るべき者が２者以上となった場合は、くじに
より落札者を決定するものとする。
 契約書作成の要否 要
 その他詳細 入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : IJICHI Hideki, Director‑

General, East Japan Civil Aviation Bureau,

Ministry of Land, Infrastructure, Transport

and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 16

 Subject matter of the contract : 2000kVA

Diesel Generator. 1 set

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 2 : 00 P.M. October 27, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

 By electronic bidding system or mail :

4 : 00 P.M. November 17, 2026

 By tenders should be brought with :

10 : 00 A.M. November 18, 2026

 Contact point for tender documentation :

1115 Kudanminami Chiyoda‑ku Tokyo
1020074 Japan TEL 0368801505

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
分任支出負担行為担当官 中部地方整備局

沼津河川国道事務所長 藤浪 武志
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 22
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 令和８年度 沼津河川
国道事務所庁舎外３箇所で使用する電気（電
子調達システム対象案件）
契約電力 122kW 77kW 42kW
36kW
年間使用予定電力量 362748kWh
249665kWh 133161kWh
127971kWh

 調達件名の特質等 別冊 仕様書による
 納入期間 令和９年２月１日から令和11年
１月31日まで
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 納入場所 中部地方整備局沼津河川国道事
務所外３箇所（沼津河川国道事務所 天
城北道路トンネル電気室 湯舟トンネル
河津桜トンネル電気室）
 入札方法 入札金額は、各者において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては単一のものとする。）及び使用電
力量に対する単価（kWh単価、夏季料金と
その他季料金等の設定がある場合は、それぞ
れの単価を記載すること。その他の割引料金
等がある場合はその内訳を併せて記載するこ
と。）を入札書に記入すること。また、落札決
定にあたっては、当事務所が提示する契約電
力及び使用予定電力量の総価を比較対象とす
るので、単価と合わせて総価を入札書に記入
すること。
なお、入札時においては、燃料費等調整額
及び再生可能エネルギー電気の利用の促進に
関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しな
いものとする。（詳細は入札説明書による。）
落札決定にあたっては、入札書に記載され
た金額に当該金額の100分の10に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てた金
額とする。）をもって落札価格とするので、入
札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約希望金額の110分の100に相当す
る金額を記載した入札書を提出すること。
入札回数は原則２回を限度とするが、場合
によっては３回目を執行することがある。な
お、やむを得ない場合を除き予算決算及び会
計令第99条の２に基づく随意契約には移行し
ない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
件は、証明書等の提出、入札及び契約を電子
調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願・紙契約方式調印願を提出する
ものとする。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
電子調達システム
https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
〒4108567 静岡県沼津市下香貫外原

3244２ 国土交通省中部地方整備局沼津河
川国道事務所経理課 大野 実紗 電話
0559342002 内線（224）
電子メール cbr-keinumaz@mlit.go.jp
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先に同じ

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
⒜ 紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を上記３の受領期限まで
に上記３に示す場所に提出しなければな
らない。
⒝ 電子調達システムにより参加を希望する
者は、入札書類データ（証明書等）を上記
３の受領期限までに上記３に示すＵＲ
Ｌより、電子調達システムを利用し提出し
なければならない。
なお、⒜、⒝いずれの場合も、開札日の前
日までの間において契約担当官等から証明書
等に関する説明を求められた場合には、それ
に応じなければならない。
 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札並びに入札者に求められる義務を履行しな
かった者の提出した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : FUJINAMI Takeshi Di‑

rector of Numazu Office of River and Na‑

tional Highway, Chubu Regional Develop‑

ment Bureau.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to use in The build‑

ing of the Numazu Office of River and Na‑

tional Highway and other 3 places

Electricity contract 122kW 77kW 
42kW36kW
The estimated electricity of the year 
362,748kWh 249,665kWh 133,161kWh
127,971kWh
 Delivery period : From 1 February 2027

through 31 January 2029

 Delivery place : Numazu Office of Riv‑
er and National Highway  Electrical
Room of Amagi‑Kita Road Tunnel 
Yufune Tunnel Electrical Room of Ka‑
wazu‑zakura Tunnel

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度の一般競争（指名競争）
参加資格（全省庁統一資格）「物品の製造」又
は「物品の販売」の東海・北陸地域の認定を
受け、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされて
いる者であること。

 競争参加資格の申請は、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和７年３月31日付け官報）
に記載されている時期及び場所で受け付け
る。
 申請書等の受領期限の日から開札の時まで
の期間に、中部地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続き開始の申し立てがなされている者
（競争参加資格に関する公示に基づく再申請
の手続きを行った者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書を３の交付方法により直接入
手した者であること。
 指定した期間内に入札説明書に定める参考
見積書を提出していること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づく小売
電気事業者の登録を受けていることを証明し
た者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。

 入札説明書の交付場所及び交付方法 電子
調達システムにより交付する（質問回答等を、
電子調達システムの調達資料ダウンロード機
能を用いて行うため、資料のダウンロードの
際に「ダウンロードした案件について訂正・
取消が行われた際に更新通知メールの配信を
希望する」にチェックを入れること。なお、
誤って選択しなかった場合は、問い合わせ

先まで連絡し、指示に従うこと）。また、や
むを得ない事由により、電子調達システムに
よる入手が出来ない場合は、電子メールによ
る交付若しくは託送（着払い）を行うので、
問い合わせ先まで連絡し、指示に従うこと。
 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る証明書等の受領期限 令和８年10月30日16
時00分
 電子調達システムによる入札書、及び紙入
札、郵送等による入札書の受領期限 令和８
年11月18日16時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日10
時00分 国土交通省沼津河川国道事務所入札
室

 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。ただし、落札者
となるべき者の入札価格によっては、その者
により当該契約の内容に適合した履行がなさ
れないおそれがあると認められるとき、又は
その者と契約を締結することが公正な取引の

秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく
不適当であると認められるときは、予定価格
の制限の範囲内の価格をもって入札した他の
者のうち最低価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have Grade A, B, C or D on manufac‑

ture of product or sale of product in

Tokai‑Hokuriku area in terms of the

qualification for participating in tenders

by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2025／2026／2027
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 not be under suspension of nomination

by Director‑General of Chubu Regional

Development Bureau from Time‑limit for

submission of certificate to Bid Opening.

 not be the stated person under the com‑

mencement of reorganization procee‑

dings or under the beginning of rehabili‑

tation proceedings (except for the person

who has the procedure of reapplication

under the notification of the competing

participation qualification).

 not be the Building constructor that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 The person who obtained a bid manual

from the person of ordering directly.

 The person who submitted the re‑

ferencequotation specified in the bid

manual with in the specified period.

 Being the person who proved that you

receive the registration of the retail elec‑

tricity company based on 2 rules of Elec‑

tricity Enterprises Law Article 2.

 Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２

 Time‑limit for submission of certificate :

16 : 00 30 October, 2026

 Time‑limit for tender : 16 : 00 18 No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice : ONO Misa,

Contract Section, Accounting Division,

Numazu Office of River and National

Highway, Chubu Regional Development

Bureau, Ministry of Land Infrastructure,

Transport and Tourism, 32442, Shimo‑
kanuki Sotobara, Numazu‑shi, Shizuoka‑

ken, 4108567, Japan, TEL 0559342002
ex 224

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、
競争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明
書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達
システム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。
令和８年９月 25 日

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長 鍬本 浩司

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
〇特機契第 1193 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 購入等件名及び数量
空中線回転機構部（18feet）６個ほか３点
買入
 調達案件及び仕様等 仕様書による。
 納入期限 令和９年３月31日（ただし、繰
越承認がなされた場合においては、一部品目
について令和10年２月29日とする。）
 納入場所 第十管区海上保安本部ほか２箇
所
 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の10％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
110分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、申請書等の提出、入札及び契約を電
子調達システムで行う対象案件である。なお、
電子調達システムによりがたい場合は、紙入
札方式参加願、紙契約方式承諾願を提出し、
紙入札方式、紙契約方式に代えることができ
る。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。

 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・
甲信越地域の競争参加資格を有するものであ
ること。
 当該部局において指名停止の措置を受け、
指名停止期間中でない者。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省発注の公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 経営状況や信用度が極度に悪化していない
と認められる者。
 入札業務に関し不正又は不誠実な行為を
し、契約の相手方として不適当でない者。
 電子調達システムによる場合は、電子証明
書を取得していること。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和８年３月
31日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
政府電子調達（ＧＥＰＳ）
https://www.geps.go.jp/

電子調達システムヘルプデスク
ＴＥＬ0570014889

 入札方式による入札書等の提出場所、契約
条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び
問い合わせ先
〒1008976 東京都千代田区霞が関２

１３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管
理室第二契約係 田中 拓真 電話03
35916361 内線2831
 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説
明書含む）の交付は、電子調達システム（Ｇ
ＥＰＳ）からダウンロードすること。
https://www.geps.go.jp/

また、郵送により交付を希望する者はＡ４
判用紙が入る返信用封筒（宛先を明記する。）
並びに重量200ｇに見合う郵便料金に相当す
る郵便切手又は国際返信切手券を添付して
の係に申し込むこと。

 電子調達システム及び紙入札による競争参
加のために必要な証明書等の受領期限 令和
８年10月26日17時00分
 電子調達システムによる入札及び紙入札に
よる入札書の受領期限 令和８年11月24日17
時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月25日13
時30分 海上保安庁入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
本業務は、契約手続にかかる書類の授受を
電子調達システムで行う対象業務である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代える
ものとする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KUWAMOTO Hiroshi,

Director General, Administration Departm‑

ent, Japan Coast Guard.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products or

service to be purchased or required. : Pur‑

chasing for 6 pedestals of 18 feet Radar and

other 3 items

 Delivery limit : 31. March. 2027.

 Delivery place : 10th Regional Coast

Guard Headquarters and other 2 places
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 Qualifications for participating in the

tendering procedures ; Supplier eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

⒜ not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause ;

⒝ not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting ;

⒞ have Grade A to D level of interest in

Selling in Kanto・Koshinetsu area in
terms of the qualification for participat‑

ing in the tenders by the Ministry of

Land, Infrastructure Transport and Tou‑

rism (Single qualification for every minis‑

try and agency) in the fiscal years, 2025・
2026・2027.
⒟ The person who is not being suspended

from Transactions by the request of the

officials in charge of contract.

⒠ not be the business operators that a

gangster influences management substan‑

tially or the person who has exclusion re‑

quest from Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism is continuing

state concerned.

 Time‑limit for tender ; 17 : 00, 24. Novem‑

ber. 2026.

 Contact point for the notice : TANAKA

Takuma, 2nd Contract Section, Contract

and Accounts Office, Budget Division, Ad‑

ministration Department, Japan Coast

Guard, 213, Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008976 Japan. TEL 033591
6361 ext. 2831

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
最高裁判所事務総局経理局長 染谷 武宣

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 裁判事務における生
成ＡＩ利用実証等 一式
 調達案件の仕様等 支出負担行為担当官が
「入札説明書」で指定する特質を有すること。
 履行期限 詳細は入札説明書による。
 履行場所 詳細は入札説明書による。
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見
積もった契約金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和07・08・09年度最高裁判所競争参加資
格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」に
おいてＡの等級に格付けされている者である
こと。
 上記２の資格の申請の時期及び場所は、
全省庁統一資格申請の方法による。
 開札時において、最高裁判所から指名の対
象外とすることを定める措置を受けていない
こと。
 その他予算決算及び会計令第73条の規定に
基づき、支出負担行為担当官が定める資格を
有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、入札説明書の交付場所
及び問い合わせ先
〒1028651 東京都千代田区隼町４２
最高裁判所事務総局経理局用度課調査係 瀬
川 電話0332645873
 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子調達システムに掲載する。

 提案書の受領期限 令和８年11月16日正午
 入札書の受領期限 令和８年12月14日午後
５時00分
 開札の日時及び場所 令和８年12月15日午
後２時45分 最高裁判所経理局入札室

４ 電子調達システムの利用
本件は、入札、資料提出、開札等を電子調達
システムを利用した方式により実施するものと
する。ただし、同方式により難い者は、支出負
担行為担当官の承諾を得た場合に限り、紙入札
方式により参加し、又は紙入札方式へ変更する
ことができる。
５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 入札者は、開札
日の前日までの間において、支出負担行為担
当官から提案書に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び裁判所における入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 支出負担行為担当官が
入札説明書で指定する性能、機能等の要件の
うち、必須とした項目についての基準を全て
満たしている性能、機能を提案した入札者で
あって、予算決算及び会計令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
の入札金額を提示した入札者の中から、支出
負担行為担当官が入札説明書で定める総合評
価の方法をもって落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。

 Qualification for participating in the bid‑

ding procedures : Suppliers eligible for par‑

ticipating in the proposed bid are those who

shall :⒜not apply to Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Auditing,

and Accounting (however, minors, persons

under curatorship, or persons under assis‑

tance who obtained the consent necessary

for concluding a contract may be applicable

to the status of special reasons within the

said article) ; ⒝not apply to Article 71 of
the above‑mentioned Cabinet Order ; ⒞be
ranked as Grade A In Offering Service clas‑

sification in terms of the qualification for

participating in bids required by the Su‑

preme Court (single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2025, 2026 and 2027 ; ⒟have not received
suspension of designated contractor status

from the Supreme Court at the time of the

opening of bids ; and ⒠meet the qualifica‑
tion requirement which the obligated offi‑

cer may specify in accordance with Article

73 of the above‑mentioned Cabinet Order

 The time and place of application for the

qualification of shall be in the manner of
application for single qualification for

every ministry and agency

 Time‑limit for submission of proposal do‑

cuments : Noon, November 16, 2026

 Time‑limit for bid : 5 : 00 p.m., December

14, 2026

 Contact point for the notice : SEGAWA,

Research Section, Supplies Division, Finan‑

cial Bureau, General Secretariat, Supreme

Court, 42 Hayabusa‑cho, Chiyoda‑ku,
Tokyo 1028651, Japan, TEL 033264
5873

６ Summary

 Official in charge of expenditure of the

procuring entity : SOMEYA Takenobu, the

obligated officer, Director‑General of Fi‑

nancial Bureau, General Secretariat, Su‑

preme Court, 42 Hayabusa‑cho, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1028651, Japan

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Proof of Concept, etc. for the Use

of Generative AI in Judicial Affairs, 1 con‑

tract

 Fulfillment period : It is based on a bid

description for details

 Fulfillment place : It is based on a bid

description for details


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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等件名及び数量

国立印刷局ネットワークシステム用機器
（ファイル共有サーバ等）構築請負作業 外
１件 一式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和15年３月11日
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、総合評価のための性
能、機能、技術等に関する書類（以下「提案
書」という。）を提出すること。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に消費税法及び地方税法の規定に定め
られた税率により算出された金額を加算した
金額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てるものとする。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額のうち消費税及び地方消費税に相当
する額を除いた金額を入札書に記載するこ
と。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則
（以下「契約細則」という。）第６条第１項第
１号及び第２号の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 契約細則第６条第２項に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「役務の提供等」であって「Ａ」
又は「Ｂ」の等級に格付された者、又は当該
競争参加資格を有しない者で、入札書の受領
期限までに競争参加資格審査を受け、競争参
加資格者名簿に登載され、当該区分及び当該
等級に格付された者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1058445 東京都港区虎ノ門二丁目２番
３号 独立行政法人国立印刷局財務部契約課
システム契約担当 千葉 正裕 電話03
35874309
 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年10月26日午後
４時
 入札書の受領期限 令和８年11月27日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年11月30日午
前10時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札参加を希望
する者は、総合評価のための提案書を作成し、
令和８年11月10日午後４時までに３の場所
まで提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において契約
責任者から書類等に関し説明を求められた場
合には、これに応じなければならない。書類
等に関し説明の義務を履行しない者の入札書
は、落札決定の対象としない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び契約細則第15条第５
項に該当する入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内であり、入札説明書で指定する性能等の要
求要件のうち必須とされた項目の最低限の要
求要件を全て満たしている提案をした入札者
の中から、入札説明書で定める総合評価の方
法をもって落札者を決定する。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな
されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内の価格をもって入札した他
の者を総合評価の方法により落札者とするこ
とがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Yasuharu Suzuki,

Vice President, Financial Affairs Departm‑

ent, National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Construction and Installation of

Network System Equipment (File sharing

servers and associated devices) for the Na‑

tional Printing Bureau and other one : 1 set

 Fulfillment period : 11 March 2033

 Fulfillment place : As shown in the speci‑

fication.

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures. Further‑

more, minors, person under Conservator‑

ship, and person under Assistance, who

have obtained the consent necessary for

concluding a contract, may come under

this qualification in cases involving spe‑

cial reasons within the said article.

 Not come under Article 62 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A or B in terms of the

qualifications for participating in tenders

for offer of services by the Ministry of

Finance Japan (all ministries／agencies)
or the National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency, in the fis‑

cal years 2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 27 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : Masahiro

Chiba, Procurement Contract Division, Fi‑

nancial Affairs Department, National Prin‑

ting Bureau, Incorporated Administrative

Agency, 223 Toranomon Minato‑ku,
Tokyo 1058445 Japan TEL033587
4309

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 13
 購入等件名及び数量
厨房機器 一式（電子入札対象案件）

 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年４月23日
 納入場所 王子工場


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 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方税法の
規定に定められた税率により算出された金額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額のうち消費税及び地方消
費税に相当する額を除いた金額を入札書に記
載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則
（以下「契約細則」という。）第６条第１項第
１号及び第２号の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 契約細則第６条第２項に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「物品の販売」であって「Ａ」、
「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付された者、又
は当該競争参加資格を有しない者で、入札書
の受領期限までに競争参加資格審査を受け、
競争参加資格者名簿に登載され、当該区分及
び当該等級に格付された者であること。

３ 審査書類及び入札書の提出場所等
 審査書類及び入札書の提出場所、契約条項
を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合
せ先
〒1058445 東京都港区虎ノ門二丁目２番
３号 独立行政法人国立印刷局財務部契約課
物品契約担当 田中 電話0335874517

 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年10月21日午後
４時
 入札書の受領期限 令和８年11月16日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日午
前10時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ 提出すべき審査書類
応札しようとする物品等の品質、規格及び特
性等が本仕様の要求要件を満たしていることを
明らかにした書類。
５ 書類審査
４に示す審査書類を契約責任者が検討し、当
法人の使用目的に合致し、採用し得ると判断し
たものを採用可能とし、最終的に当該競争に参
加させるものとする。
６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札参加を希望
する者で、書類審査のための書類を提出する
ときは、令和８年11月４日午後４時までに３
の場所まで提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において契約
責任者から書類等に関し説明を求められた場
合には、これに応じなければならない。書類
等に関し説明の義務を履行しない者の入札書
は、落札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び契約細則第15条第５
項に該当する入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すこ

ととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち、最
低の価格をもって入札した者を落札者とする
ことがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Contracting entity : Yasuharu Suzuki,

Vice President, Financial Affairs Departm‑

ent, National Printing Bureau, Incorpo‑

rated Administrative Agency.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 13

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Kitchen Equipment Specifica‑

tions : 1 set

 Delivery period : 23 April 2027

 Delivery place : Oji Plant

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under Article 61 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures. Further‑

more, minors, person under conservator‑

ship, and person under assistance, who

have obtained the consent necessary for

concluding a contract, may come under

this qualification in cases involving spe‑

cial reasons within the said article.

 Not come under Article 62 of the Na‑
tional Printing Bureau's regulation con‑

cerning the contract procedures.

 Have Grade A, B or C in terms of the

qualifications for participating in tenders

for Sales by the Ministry of Finance, Ja‑

pan (all ministries／agencies) or the Na‑
tional Printing Bureau, Incorporated Ad‑

ministrative Agency, in the fiscal years

2025, 2026 and 2027.

 Time‑limit for tender : 4 : 00 P.M. 16 No‑

vember 2026

 Contact point for the notice : Yuji Ta‑

naka, Procurement Contract Division, Fi‑

nancial Affairs Department, National Prin‑

ting Bureau, Incorporated Administrative

Agency, 223 Toranomon Minato‑ku,
Tokyo 1058445 Japan TEL 033587
4517

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric Bidding System

https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
独立行政法人国立高等専門学校機構
釧路工業高等専門学校
契約担当役 事務部長 神 智行

◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 01
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 借入件名及び数量 クリエイター等支援事
業用機材賃貸借 一式
 借入件名の特質等 入札説明書による。
 借入期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日
 借入場所 釧路工業高等専門学校
 入札方法 入札金額は１月あたりの単価を
記載すること。なお、落札決定に当たっては、
入札書に記載された金額に当該金額の10パー
セントに相当する額を加算した金額をもって
落札価格とするので、入札者は、消費税及び
地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、見積もった契約金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。





令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に北海道地域の「役務の提供
等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされて
いる者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府
調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0840916 釧路市大楽毛西２丁目32番１
号 釧路工業高等専門学校 総務課調達係
工藤 志歩 電話0154577212
E‑mail tyoutatsu@kushiro-ct.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から電
子ファイルにより交付する。
 入札書の受領期限
令和８年11月16日17時00分

 開札の日時及び場所 令和８年11月30日13
時30分 釧路工業高等専門学校 小会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を貸付けできることを証明す
る書類を添付して入札書の受領期限までに提
出しなければならない。入札者は、開札日の
前日までの間において、契約担当役から当該
書類に関し説明を求められた場合は、それに
応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Contracting entity : Tomoyuki Jin, The

Obligating Officer Director of Administra‑

tion, National Institute of Technology, Kus‑

hiro College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

leased : Lease of Equipment for Japan Crea‑

tor Support Fund 1 Set

 Leased period : From 1 April, 2027 th‑

rough 31 March, 2028

 Leased place : National Institute of Tech‑

nology, Kushiro College

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology,

Ｂ have the Grade A, Grade B, Grade C or

Grade D qualification during fiscal 2026

in the Hokkaido area in offer of services

for participating in tenders by Single qua‑

lification for every ministry and agency,

 Time limit of tender : 17 : 00 16 Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : Shiho Kudo,

Procurement Section, General Affairs Divi‑

sion, National Institute of Technology,

Kushiro College, 2321 Otanoshikenishi
Kushiro‑shi 0840916 Japan, TEL 0154
577212 E‑mail tyoutatsu@kushiro-ct.ac.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
契約担当役
独立行政法人国立高等専門学校機構

苫小牧工業高等専門学校
事務部長 南 健一

◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 01
〇第２号－苫小牧
１ 調達内容
 品目分類番号 25、26
 購入等件名及び数
映像・音響機器 一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月１日～19日
 納入場所 苫小牧工業高等専門学校
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第４条及び第５条の規定に該当し
ない者であること。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて令和８年度に北海道地域の「物品の販売」
のＢ、Ｃ等級に格付けされている者であるこ
と。なお、当該競争参加資格については、令
和８年３月31日付け号外政府調達第58号の官
報の競争参加者の資格に関する公示の別表に
掲げる申請受付窓口において随時受け付けて
いる。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を契約担当役が指定す
る日時、場所に十分に納入することができる
ことを証明した者であること。
 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事
務取扱規則第６条の規定に基づき、契約担当
役が定める資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0591275 苫小牧市字錦岡443番地 苫

小牧工業高等専門学校 総務課調達係 関谷
俊一 電話0144678918

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限
令和８年11月16日15時00分

 開札の日時及び場所 令和８年12月２日10
時00分 苫小牧工業高等専門学校 会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当役から当該書
類に関し説明を求められた場合は、それに応
じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人国立高等専門学校機構
契約事務取扱規則第16条の規定に基づいて作
成された予定価格の制限の範囲内で最低価格
をもって有効な入札を行った入札者を落札者
とする。
 手続における交渉の有無 無
 その他 詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : MINAMI Kenichi, The

Obligating Officer Director‑General Admin‑

istration Bureau, National Insutitute of

Technology, Tomakomai College

 Classification of the products to be pro‑

cured : 25, 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Video and audio equipment 1

Set

 Delivery period : By 119 March, 2027
 Delivery place : National Institute of

Technology, Tomakomai College


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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 4 and 5 of the

Regulation concerning the Contract for

National Institute of Technology, Japan,

Ｂ have the Grade B, Grade C qualifica‑

tion during fiscal 2026 in the Hokkaido

area in sales of product for participating

in tenders by Single qualification for

every ministry and agency,

Ｃ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sale service and main‑

tenance for the procured products,

Ｄ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Ob‑

ligating Officer,

Ｅ meet the qualification requirements

which The Obligating Officer Director‑

General may specify in accordance with

Article 6 of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by The Ob‑

ligating Officer Director‑General.

 Time limit of tender : 15 : 00 16 Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : SEKIYA

Shunichi, Procurement Section, Adminis‑

trative Affairs Division, National Institute

of Technology, Tomakomai College, 443

Aza Nishikioka Tomakomai‑shi 0591275
Japan, TEL 0144678918

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構
長崎支部契約担当役支部長 竹内 一茂

◎調達機関番号 617 ◎所在地番号 42
１ 調達内容
 品目分類番号 71、26
 調達件名及び数量 訓練用機器（ＰＣソフ
トウェア（ＢＩＭ）の購入（長崎職業能力開
発促進センター） 一式

 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年１月29日16:00
 納入場所 仕様書による。
 入札方法
 入札金額は、総価を記載すること。
 落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てた金額とする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約希望金額
の110分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度における物品の製造・
販売等に係る競争契約の参加資格（以下「全
省庁統一資格」という。）の「物品の製造」又
は「物品の販売」のいずれかで「Ａ」、「Ｂ」
又は「Ｃ」等級に格付けされている者である
こと。
 その他独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構長崎支部契約担当役支部長が別に
定める資格を有することを証明した者である
こと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒8540062 長崎県諫早市小船越町1113番
地 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構長崎支部 総務課経理係 電話0957
225471
 入札説明書及び仕様書の交付方法 本公告
の日から入札書提出期限の日までの間（土日、
祝日を除く）に以下のとおり電子メールにて

交付する。なお、電子メール以外の方法にて
交付を希望する場合は３に問い合わせるこ
と。
 宛先は nagasaki-keiri@jeed.go.jpとす
ること。
 件名は『「訓練用機器（ＰＣソフトウェ
ア（ＢＩＭ）の購入（長崎職業能力開発促
進センター） 一式」入札説明書の交付依
頼』とすること。
 本文には、会社名、担当者名及び電話番
号を記入すること。

 入札書の提出期限 令和８年11月16日16時
00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日11
時00分 独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構 長崎支部３階小教室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この競争に参加
を希望する者は、封印した入札書のほかに必
要な証明書等を入札書の受領期限までに提出
しなければならない。また、開札日の前日ま
での間において必要な証明書等の内容に関す
る照会があった場合には、説明しなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者と決定する。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have Grade A,B or C Manufacture or

Sale in terms of the qualification for

participating in tenders specified by Sin‑

gle qualification for every ministry and

agency (in fiscal year 20252027)
 meet the qualification requirements

which may be specified the Japan Organi‑

zation for Employment of the Elderly,

Persons with Disabilities and Job Seekers

in charge of disbursement of the procur‑

ing entity

 Time limit for tender : 16 : 00, 16 Novem‑

ber 2026

 Contact point for the notice : The Con‑

tract Division, Accounting Department, Ja‑

pan Organization for Employment of the

Elderly, Persons with Disabilities and Job

Seekers, Nagasaki, 1113 Obunakoshimachi,

Isahaya‑shi, Nagasaki 8540062 Japan.
TEL 0957225471

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazushige Takeuchi, El‑

derly／Disability／Job Seeker Employment
Support Organization Nagasaki Branch

Manager

 Classification of the Products to be pro‑

cured : 71, 26

 Nature and quantity of the services to be

required : Procurement of Training Equip‑

ment (BIM Software) for the Nagasaki Po‑

lytechnic Center, 1 set

 Fulfillment period : 16 : 00, 29 January

2027

 Fulfillment place : As described in the

specification

 Qualification for participating in the‑

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

石川病院長 伊勢 拓之
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 17
〇第 06402 号（№06402）
１ 調達内容
 品目分類番号 75
 購入等件名及び数量 院内清掃業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期間 令和９年４月１日から令和12年
３月31日まで。
 履行場所 独立行政法人国立病院機構石川
病院
 入札方法 入札金額については、に定め
る履行期間に行う購入等件名の履行に要す
る一切の費用を含めた額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の10パーセントに相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税に係る課税事業者で
あるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であっても、契約締結
のために必要な同意を得ているものは、同条
中、特別の理由がある場合に該当する。
 契約細則第６条の規定に該当しない者であ
ること。
 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格
付され、東海・北陸地域の競争参加資格を有
する者であること。なお、当該競争参加資格
については、令和８年３月31日付け号外政府

調達第58号の官報の競争参加者の資格に関す
る公示の別表に掲げる申請受付窓口において
随時受け付けている。
 契約細則第４条の規定に基づき、経理責任
者が定める資格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9220405 石川県加賀市手塚町サ150番

地 独立行政法人国立病院機構石川病院 契
約係長 三浦 真樹 電話0761740700
内線2180
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月18日12時
00分
なお、郵送する場合には受領期限までに必
着のこと。
 開札の日時及び場所 令和８年11月19日10
時00分 院内会議室

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takuyuki Ise, Director,

National Hospital Organization Ishikawa

Hospital

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and quantity of the services to be

required : Hospital facility cleaning service,

1 set

 Fulfillment period : From April 1, 2027

through March 31, 2030

 Fulfillment place : National Hospital Or‑

ganization Ishikawa Hospital

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 5 of the Regula‑

tion concerning Contract for National

Hospital Organization (NHO). Further‑

more, minors, Persons under Conser‑

vatorship or Persons under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause ;

 not come under Article 6 of the Regula‑

tion concerning Contract for NHO ;

 have Grade A, B or C in Service Offer

for participating in tenders by the Minis‑

try of Health, Labour and Welfare (Sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in Tokai‑Hokuriku Region ;

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 4 of the Regu‑

lation ;

 Time‑limit for tender : 12 : 00 November

18, 2026

 Contact point for the notice : Maki

Miura, Chief, Accounting Division, Nation‑

al Hospital Organization Ishikawa Hospi‑

tal, 150 Sa, Teduka‑machi, Kaga‑shi, Is‑

hikawa‑ken 9220405, Japan. TEL 0761
740700 ext. 2180

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に１の
に示した購入等件名を履行できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならない。入札者は、開札
日の前日までの間において、経理責任者から
当該書類に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 契約細則第21条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
入札者を落札者とする。ただし、落札者とな
るべき者の入札価格によっては、その者によ
り該当契約の内容に適合した履行がなされな
いおそれがあると認められるとき、又はその

者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなるおそれがあって著しく不適
当であると認められるときは、予定価格の制
限の範囲内の価格をもって入札した他の者の
うち最低の価格をもって入札した者を落札者
とすることがある。
 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

国立研究開発法人
国立がん研究センター理事長

間野 博行
◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 12
〇第 67 号
１ 調達内容
 品目分類番号 57
 調達件名及び数量 病理組織標本院外倉庫
保管管理業務委託 １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和８年12月１日から令和11年
11月30日まで。
 履行場所 国立研究開発法人国立がん研究
センター東病院
 入札方法 落札者の決定は、総合評価方式
をもって行うので、
 入札者が提出する入札書は、調達件名に
かかる直接経費の他、機材、資材、機械器
具、運搬費等、業務委託に要する一切の諸
経費を含め、契約金額を見積もるものとす
る。
 落札者決定にあたっては、入札書に記載
された金額に当該金額の10％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端
数がある場合は、その端数金額を切り捨て
た金額とする。）をもって申込金額とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を記載した入札書を提
出しなければならない。
 入札説明書等に記載されている総合評価
に必要な資料を提出する。






令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人国立がん研究センター契
約事務取扱細則第６条の規定に該当しない者
であること。なお、未成年者、被保佐人又は
被補助人であっても、契約締結のために必要
な同意を得ている者は、同条中、特別の理由
がある場合に該当する。
 国立研究開発法人国立がん研究センター契
約事務取扱細則第７条の規定に該当しない者
であること。
 資格審査結果通知書（全省庁統一参加資格）
「役務の提供等」で「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。
 社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全
国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、
国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険
をいう。）に加入し、該当する制度の保険料の
滞納がないこと。（直近２年間の社会保険料及
び労働保険料の未納がないこと。）

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した業務が履行できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、契約担当者等から当該
書類に関し説明を求められた場合には、これ
に応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 契約者の決定方法 本公告及び入札説明書
に従い、書類・資料を添付した入札書を提出
した入札者であって、本入札公告及び入札説
明書の競争参加資格及び仕様書の要求、要件
を全て満たし、当該入札者の入札書が国立研
究開発法人国立がん研究センター契約事務取
扱細則第37条及び38条の規定に基づいて作成
された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、
最高の評価値をもって入札を行った者を落札
者とし、契約交渉の相手方とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyuki Mano, Presi‑

dent, National Cancer Center

 Classification of the products to be pro‑

cured : 57

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Pathological tissue specimen

out‑of‑hospital warehouse storage manage‑

ment outsourcing 1 set

 Delivery period : From December 1, 2026

to November 30, 2029

 Delivery place : National Cancer Center

Hospital East

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 6 of the Han‑

dling detailed rule of contract clerical

work of National Cancer Center. Furt‑

hermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within the

said clause ;

 not come under Article 7 of the Han‑

dling detailed rule of contract clerical

work of National Cancer Center ;

 have Grade A, B, C or D in Provision

of services for participating in tenders

by Ministry of Health Labour and Wel‑

fare (Single qualification for every minis‑

try and agency) in Kanto‑Koshinetsu Re‑

gion ;

 join social insurance (welfare annuity

insurance, health insurance, seamens in‑

surance, national pension, workers com‑

pensation insurance, unemployment in‑

surance) and pay the social insurance pre‑

miums and have no Delinquency in the

past 2 years

 Time‑limit for tender : 5 : 00 P.M. No‑

vember 17, 2026

 Contact point for the notice : Finance and

Accounting Division, National Cancer Cen‑

ter Hospital East, 651, Kashiwanoha,
Kashiwa‑shi, Chiba‑ken, 2778577, Japan.
TEL 0471331111 ext. 2976

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

全国健康保険協会理事長 北川 博康
◎調達機関番号 427 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26、71、27
 調達件名及び予定数量 ＲＰＡライセンス
の購入
 UiPath Flex Attended（実行用） 176
ライセンス
 UiPath Flex Automation Developer（開
発用） ８ライセンス

 調達案件の仕様等 仕様書等による。
 納入期限 仕様書等による。
 納入場所 全国健康保険協会が指定する場
所
 入札方法 総価にて入札に付する。落札決
定に当たっては、入札書に記載された金額を
もって落札判定を行うので、入札者は、消費
税等に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、税抜額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 全国健康保険協会会計細則第30条及び第31
条の規定に該当しない者であること。
 令和７・８・９年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一参加資格）「物品の販売」又は
「役務の提供等」のＡ又はＢの等級に格付け
され、関東・甲信越地域の競争参加資格を有
するものであること。なお、当該競争参加資
格については、令和８年３月31日付け号外政
府調達第58号の官報の競争参加者の資格に関
する公示の別表に掲げる申請受付窓口におい
て随時受け付けている。
 当該案件を確実に履行できると認められる
者であること。
 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 損害賠償請求を全国健康保険協会から受け
ていない者であること。
 全国健康保険協会から業務等に関し競争参
加資格停止措置を受けている期間中でないこ
と。
 厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康
保険又は船員保険の適用を受けている者に
あっては、直近１年間について保険料の未納
がない者、健康保険組合等の適用を受けてい
る者にあっては、直近１年間について厚生年
金保険料に未納がない者であること。また、
厚生年金保険の適用を受けない場合は、事業
主が直近１年間について国民年金の未加入及
び国民年金保険料の未納がない者であるこ
と。
 当該案件の全部又は主体的部分を一括して
第三者に請け負わせない者であること。

３ 入札書の提出場所等
 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒1608507 東京都新宿区四谷１６１
ＹＯＴＳＵＹＡ ＴＯＷＥＲ ６階 全国
健康保険協会本部 契約グループ （担当）
眞田 優作 電話0366808199
※原則、上記窓口にて直接交付する。なお、
郵送による交付を希望する者は依頼書をＦ
ＡＸのうえ、交付依頼を行うこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒2778577 千葉県柏市柏の葉６５１
国立研究開発法人国立がん研究センター東
病院 柏Ｃ財務経理課契約係 電話04
71331111 内線2976
 入札説明書の交付方法 の交付場所にて
交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月17日（火）
17時00分
 開札の日時及び場所 令和８年11月20日
(金)11時00分～ 国立研究開発法人国立がん
研究センター東病院本館棟３階第２会議室


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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
契約担当役
独立行政法人労働者健康安全機構

東北労災病院長 井樋 栄二
◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 04
〇第 73 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、34
 購入等件名及び数量 前立腺３D超音波・
MRI融合画像ガイド下生検システム 賃貸
借一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 借入期間 令和９年２月１日から令和14年
１月31日
 納入場所 東北労災病院
 入札方法 上記１の件名の他、搬入出・
設置・保守に要する一切の諸経費を含めた総
額（５年間の総価）で行う。落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
10パーセントに相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の110分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人、又は被補助人であって、契約締結のた
めに必要な同意を得ている者については、こ
の限りではない。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度の厚生労働省競争参加
資格（全省庁統一参加資格）において「物品
の貸付け」又は「役務の提供等」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤの等級に格付けされ、東北地域の競
争参加資格を有する者であること。
 その他契約担当役が必要と定める資格を有
する者であること。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒9818563 宮城県仙台市青葉区台原四丁
目３番21号 東北労災病院会計課契約係 廣
瀬 電話0222751111
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和８年11月16日17時
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日11
時00分 東北労災病院（院内）会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 封印した入札書
に本公告に示した物品を納入できることを証
明する書類を添付して入札書の受領期限まで
に提出しなければならず、当該書類に関し、
開札日の前日までの間において、契約担当役
から説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な資格のない者のした入札及び入札の条件
に違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当役が判断した入札者で
あって、独立行政法人労働者健康安全機構会
計細則第42条の規定に基づき作成された予定
価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有
効な入札を行った者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Eiji Itoi, The Ob‑

ligating Officer, Director, Tohoku Rosai

Hospital, Japan Organization of Occu‑

pational Health and Safety

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 34

 Nature and quantity of the products tobe

procured : Lease of Prostate 3D Ultra‑

sound and MRI Fusion Image Guided

Biopsy System 1 set.

 Delivery period : From February 1, 2027

through January 31, 2032

 Delivery place : Tohoku Rosai Hospital

 入札書の受領期限等
・期限 令和８年11月16日12時00分（郵送す
る場合も、上記日時までに必着とする。）
・提出場所 上記３と同じ。
 開札の日時及び場所
・日時 令和８年11月17日11時00分
・場所 全国健康保険協会本部 会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 全額免除とす
る。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格に関する
証明書等を令和８年11月16日12時00分までに
提出しなければならない。入札者は、開札日
の前日までの間において、全国健康保険協会
事務担当者から当該書類等に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札条件に違反した入札は無効と
する。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると全国健康保険協会理事長が判断
した資料を添付して入札書を提出した入札者
であって、全国健康保険協会会計規程第32条
の規定により作成された予定価格の制限の範
囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。
 手続きにおける交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hiroyasu Kitagawa, the

Chief Director, Japan Health Insurance As‑

sociation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Purchase of RPA licenses

 UiPath Flex Attended : 176 licenses

 UiPath Flex Automation Developer : 8

licenses

 Delivery date : As in specifications

 Delivery place : The place specified by

The Japan Health Insurance Association

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 Not come under the Article 30 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Not come under the Article 31 of the

Japan Health Insurance Association Or‑

der concerning the accounts regulations

 Possess the Grade A or Grade B in

Sales of products or Service in terms

of the qualification for participating in

tenders by the Ministry of Health, La‑

bour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in fiscal

year 2025, 2026, and 2027

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering application forms or attached

documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Being the person who does not take

compensation for damages request from

Japan Health Insurance Association

 Do not come out of Japan Health Insur‑

ance Association during a period taking a

nomination stop about duties

 Time‑limit for Tender : 12 : 00, 16 No‑

vember, 2026

 Contact point for the notice : Yusaku

Sanada, accounting division, general affairs

department, Japan Health Insurance Asso‑

ciation, YOTSUYA TOWER 6F 161,
Yotsuya, Shinjuku‑ku, Tokyo, 1608507
Japan, TEL 0366808199


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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligiblefor

participating in the proposed tenderare

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 have Grade A or B or C or D in Lease

of products or Provision of services for

participating in tenders by Ministry of

Health, Labour and Welfare (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in Tohoku Region.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify,

 Time‑limit of tender : 17 : 00 November

16, 2026

 Contact point for the notice : Hirose Pro‑

curement Section, Accounting Division,

Tohoku Rosai Hospital 4321 Dai‑
nohara Aoba‑ku Sendai‑shi Miyagi‑ken

9818563 Japan TEL 0222751111

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構
本部管理本部観音台第３管理部長

藤原 修
◎調達機関番号 818 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 25
 件名及び数量
特注カメラの製作 １式

 仕様・規格等 入札説明書による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 入札説明書による。

 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 契約事務実施規則（以下「実施規則」とい
う。）第８条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の事由がある場合
に該当する。
 実施規則第９条の規定に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度の国立研究開発法人農
業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研
機構」という。）の競争参加資格における資格
の種類「物品の製造」又は「物品の販売」に
おいて「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に
格付けされている者（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがされている者及び民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがされている者については、手続開始の決
定後、別に定める手続きに基づく競争参加資
格の再申請を行うこと。）であること。なお、
全省庁統一資格において、当該資格を有する
者は、同等級に格付けされている者とみなす。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
をされている者及び民事再生法に基づき再生
手続開始の申立てをされている者（上記２
の再審査を受けた者を除く）でないこと。
 農研機構における物品の製造・販売及び役
務等契約に係る指名停止等に関する措置細則
又は農林水産本省物品の製造契約、物品の購
入契約及び役務等契約指名停止等措置要領に
基づく指名停止を受けている期間中でないこ
と。
 農研機構が提示する仕様等の情報提供依頼
に対して、必要な内容を書面により回答する
ことが出来る者であること。
 公的研究費の不正使用等防止に係る「誓約
書」を提出した者であること。

３ 入札書等の提出場所等
 入札書等の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058604 茨城県つくば市観音台３

１３ 農研機構本部管理本部観音台第３管
理部会計課会計チーム 電話0298388171
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の場所にて交付又はメールによる送付
を行う。
 競争参加資格を有することを証明する書類
（以下「申請書等」という。）及び提案書等の
提出期限 令和８年11月17日午後４時00分
 郵送による場合の入札書の受領期限 令和
８年12月１日午後４時00分（必着）
 入札（開札）の日時及び場所 令和８年12
月２日午後１時30分 農業環境研究部門 研
究本館１階会議室153室（茨城県つくば市観
音台３１３）

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、上記３に示す提出期
限までに申請書等を提出し、経理責任者から
競争参加資格の確認を受けなければならな
い。また、郵便等による入札にあたっては、
封印した入札書を入札書の受領期限までに提
出しなければならない。なお、入札者は、開
札日の前日までの間において、経理責任者か
ら申請書等に関し説明を求められた場合は、
それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
を行った者のした入札、求められる義務を履
行しなかった者のした入札、その他入札に関
する条件に違反した者のした入札は無効とす
る。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 経理責任者より本件に
かかる競争参加資格の確認を受けて入札書を
提出した入札者であって、実施規則第31条の
規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で最低価格をもって有効な入札を行っ
た者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
恐れがあると認められる時、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱す
こととなる恐れがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲
内の価格をもって入札した他の者のうち最低
の価格をもって入札した者を落札者とするこ
とがある。
 競争参加資格を有していない者の参加 上
記２に掲げる競争参加資格を有していない
者も上記３により申請書等を提出すること
が出来るが、競争に参加するためには、開札
の時において、当該有資格者であり、なおか
つ競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。
 手続きにおける交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Osamu Fujiwara, Direc‑

tor of Administration Department for Kan‑

nondai 3 Area, Administrative Head‑

quarters of National Agriculture and Food

Research Organization (NARO)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 25

 Nature and quantity of the services to be

required : Custom camera manufacturing 1

set

 Delivery period : 31 March, 2027

 Delivery place and quantity Place : De‑

scribed in the specification

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A, B, C or D Manufactur‑

ing of Products or Selling of Products

in terms of the qualification for partici‑

pating in tenders by NARO (single quali‑

fication for every ministry and agency) in

the fiscal years 2025, 2026 and 2027.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

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 Time limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender : 4 : 00 PM 17 November, 2026

 Time limit for tender (Mailing) : 4 : 00

PM 1 December, 2026

 Time limit for tender (Bringing) : 1 : 30

PM 2 December, 2026

 Contact point for the notice : Accounting

Team, Accounting Section, Administration

Department for Kannondai 3 Area, Admin‑

istrative Headquarters, NARO. 313
Kannondai Tsukuba‑shi, Ibaraki‑ken 305
8604 Japan. TEL 0298388171 (Only
Available in Japanese)

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所

調達部長 橋本 卓也
◎調達機関番号 808 ◎所在地番号 08
〇産総第 174 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 超広帯域ミリ波ネッ
トワーク解析システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年３月31日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。

 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 脇田 裕子 電話05035213446
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
９月25日から令和８年10月９日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月26日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月16日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日14
時30分 茨城県つくば市東１１１ 国立
研究開発法人産業技術総合研究所 中央事業
所１群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Ultra‑Wideband Millimeter‑

Wave Network Analysis System 1 set

 Delivery period : March 31, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 16, 2026

 Contact point for the notice : WAKITA

Yuko, Tsukuba Central 1, Procurement Di‑

vision, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035213446

〇産総第 175 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 超広帯域ミリ波任意
信号生成システム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 令和９年２月26日
 納入場所 入札説明書のとおり
 入札方法 上記１の件名について、入札
に付する。落札決定に当たっては、入札書に
記載された金額に当該金額の10パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領に
より、「物品の製造」または「物品の販売」の
「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされ
ている者であること。なお、全省庁統一資格
において、当該資格を有する者は、同等級に
格付けされているものとみなす。
 本入札公告の日から開札の時までの期間に
国立研究開発法人産業技術総合研究所の契約
に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停
止を受けていないこと。
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 技術力ある中小企業者等であって、国立研
究開発法人産業技術総合研究所の契約に係る
競争参加者資格審査事務取扱要領第17条第１
項第１号から第７号のいずれかに該当する者
においては、上記２の等級の格付けにかか
わらず入札に参加することができる。
 競争参加資格の申請の時期及び場所 「競
争参加者の資格に関する公示」（令和７年１月
６日付官報）に記載されている時期及び場所
で申請を受け付ける。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒3058561 茨城県つくば市東１１１
国立研究開発法人産業技術総合研究所 つ
くばセンター中央事業所１群１１棟３階
調達部 脇田 裕子 電話05035213446
 入札説明書の交付期間及び方法 令和８年
９月25日から令和８年10月９日まで 上記３
において交付する。
 入札説明会の日時及び場所 本件につい
て、入札説明会は開催しない。
 競争参加に必要な書類の提出期限及び場所
令和８年10月26日12時 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくばセンター中央事業所１群１
１棟３階 調達部
 入札書の受領期限 令和８年11月16日17時
（郵送による場合は必着のこと。）
 開札の日時及び場所 令和８年11月17日14
時 茨城県つくば市東１１１ 国立研究
開発法人産業技術総合研究所 中央事業所１
群１１棟３階 入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の入札書の受領期限までに提出しなければ
ならない。また、入札者は、開札日の前日ま
での間において、契約担当職から説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HASHIMOTO Takuya

Director‑Procurement Division for Nation‑

al Institute of Advanced Industrial Science

and Technology

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Ultra‑Wideband Millimeter‑

Wave Arbitrary Signal Generation System

1 set

 Delivery period : February 26, 2027

 Delivery place : National Institute of Ad‑

vanced Industrial Science and Technology

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus‑

trial Science and Technology (in the fis‑

cal year of 2025, 2026 and 2027)

 Time‑limit for Tender : 17 : 00, Novem‑

ber 16, 2026

 Contact point for the notice : WAKITA

Yuko, Tsukuba Central 1, Procurement Di‑

vision, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111
Higashi, Tsukuba, Ibaraki, 3058561 Ja‑
pan. TEL 05035213446

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本件は、入札前に入札参加者に対し東日
本高速道路株式会社が指定する項目に係る見積書
の提出を求め、その見積書を活用して契約制限価
格の設定を行う見積活用方式の対象調達である。
令和８年９月 25 日

契約責任者
東日本高速道路株式会社
代表取締役社長 吉岡 幹夫

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 「令和８年度 Uni‑

fier Castライセンス購入」Unifier Castライ
センス 一式
 購入等案件の仕様等 仕様書のとおり
 納入期限 仕様書のとおり
 納入場所 仕様書のとおり
 入札方法
 入札金額については総価とし、納入に関
する一切の費用を含めた額とすること。
 落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を
加算した金額をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格
競争参加資格確認申請書類の提出期限日を審
査基準日とし、審査基準日において以下のか
らの全てに該当する者であること。なお、審
査基準日以降、落札者決定までの間において以
下のからのいずれかに該当する者でなく
なった場合、競争参加を認めないものとする。
 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第16号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社から取引
停止措置を受けていないこと。

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、入札に参加しようとする者の間に、
資本関係又は人的関係がないこと。

３ 入札に必要な書類の提出場所等
 競争参加資格確認申請書・入札に必要な書
類の提出場所、契約条項を示す場所及び問い
合わせ先
〒1008979 東京都千代田区霞が関３丁目
３番２号 東日本高速道路株式会社 総務・
経理本部 経理財務部 調達企画課 松田
隆弘 電話0335060212
 入札説明書等（仕様書を含む）の交付方法
 交付期間 令和８年９月25日から令和８
年10月22日までとする。
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページから入手するものとする。
（https://www.e-nexco.co.jp/bids/
public_notice/search_service/）

 競争参加資格確認申請書類の提出方法及び
提出期限
 提出方法 電子メール又は書留郵便等に
より提出すること。
 提出期限 令和８年10月22日16時

 入札に必要な書類の提出方法及び提出期限
 提出方法 書留郵便等により提出するこ
と。
 提出期限 令和８年11月17日16時
 開札の日時及び場所
 日時 令和８年11月26日10時
 場所 東日本高速道路株式会社 本社
入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格確認申請
書を競争参加資格確認申請に必要な書類の提
出期限までに、入札書及び単価表を入札に必
要な書類の提出期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、契約責任者から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
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 Not to have been subject to transaction

suspension measures imposed by East

Nippon Expressway Company Limited

during the period from the examination

criteria date to the date of the decision on

the bidder.

 There shall have been no funding or

personal relationships with those intend‑

ing to participate in the bidding during

the period from the examination criteria

date to the date of the decision on the bid‑

der.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 PM, 22 October, 2026

 Time‑limit for the submission of tender :

4 : 00 PM, 17 November, 2026

 Contact point for the notice : Matsuda

Takahiro, Manager of Procurement & Con‑

tract Section, Accounting & Finance De‑

partment, General Affairs & Accounting

Division, East Nippon Expressway Compa‑

ny Limited 332 Kasumigaseki, Chiyo‑
da‑ku, Tokyo 1008979 Japan. Tel. 03
35060212

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本件は、入札前に入札参加者に対し東日
本高速道路株式会社が指定する項目に係る見積書
の提出を求め、その見積書を活用して契約制限価
格の設定を行う見積活用方式の対象調達である。
令和８年９月 25 日

契約責任者
東日本高速道路株式会社
代表取締役社長 吉岡 幹夫

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 「令 和 ８ 年 度
moconaviソフトウェアライセンス購入」
moconaviソフトウェアライセンス 一式

 購入等案件の仕様等 仕様書のとおり
 納入期限 仕様書のとおり

 納入場所 仕様書のとおり
 入札方法
 入札金額については総価とし、納入に関
する一切の費用を含めた額とすること。
 落札決定にあたっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の10％に相当する額を
加算した金額をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約希望金額の110
分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

２ 競争参加資格
競争参加資格確認申請書類の提出期限日を審
査基準日とし、審査基準日において以下のか
らの全てに該当する者であること。なお、審
査基準日以降、落札者決定までの間において以
下のからのいずれかに該当する者でなく
なった場合、競争参加を認めないものとする。
 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第16号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社から取引
停止措置を受けていないこと。
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、入札に参加しようとする者の間に、
資本関係又は人的関係がないこと。

３ 入札に必要な書類の提出場所等
 競争参加資格確認申請書・入札に必要な書
類の提出場所、契約条項を示す場所及び問い
合わせ先
〒1008979 東京都千代田区霞が関３丁目
３番２号 東日本高速道路株式会社 総務・
経理本部 経理財務部 調達企画課 松田
隆弘 電話0335060212
 入札説明書等（仕様書を含む）の交付方法
 交付期間 令和８年９月25日から令和８
年10月26日までとする。
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページから入手するものとする。
（https://www.e-nexco.co.jp/bids/
public_notice/search_service/）

 競争参加資格確認申請書類の提出方法及び
提出期限
 提出方法 電子メール又は書留郵便等に
より提出すること。
 提出期限 令和８年10月26日16時

 入札に必要な書類の提出方法及び提出期限
 提出方法 書留郵便等により提出するこ
と。
 提出期限 令和８年11月19日16時
 開札の日時及び場所
 日時 令和８年11月30日14時
 場所 東日本高速道路株式会社 本社
入札室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、競争参加資格確認申請
書を競争参加資格確認申請に必要な書類の提
出期限までに、入札書及び単価表を入札に必
要な書類の提出期限までに提出しなければな
らない。入札者は、開札日の前日までの間に
おいて、契約責任者から当該書類に関し説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した者であって、契約制限
価格の範囲内で最低価格（総価）をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 見積活用方式 対象
 手続きにおける交渉の有無 上記以外の
交渉は無
 入札に関する一般的な質問については
『よくあるご質問
（https://www.e-nexco.co.jp/faq/bids/）』 を
参照のこと。
 その他 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshioka Mikio, Presi‑

dent and Chief Executive Officer of East

Nippon Expressway Company Limited

 Classifications of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Unifier Cast Licenses 1 set

 Delivery period : As shown in the specifi‑

cations

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cations

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who come under the following items at the

time of the examination criteria date, with

the examination criteria date set as the due

date of application forms and relevant do‑

cuments for the qualification required for

the tender. In addition, suppliers who no

longer come under the following items after

the examination criteria date and up to the

time of the decision being made on the suc‑

cessful supplier shall not be eligible to par‑

ticipate in the open tender :

 The supplier does not come under Arti‑

cle 6 of East Nippon Expressway Compa‑

ny Limiteds regulation concerning the

contract procedures (Regulation No.16 of

2005).

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した者であって、契約制限
価格の範囲内で最低価格（総価）をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。
 見積活用方式 対象
 手続きにおける交渉の有無 上記以外の
交渉は無
 入札に関する一般的な質問については
『よくあるご質問
（https://www.e-nexco.co.jp/faq/bids/）』 を
参照のこと。
 その他 詳細は、入札説明書による。



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５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Yoshioka Mikio, Presi‑

dent and Chief Executive Officer of East

Nippon Expressway Company Limited

 Classifications of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : moconavi Software Licenses 1

set

 Delivery period : As shown in the specifi‑

cations

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cations

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who come under the following items at the

time of the examination criteria date, with

the examination criteria date set as the due

date of application forms and relevant do‑

cuments for the qualification required for

the tender. In addition, suppliers who no

longer come under the following items after

the examination criteria date and up to the

time of the decision being made on the suc‑

cessful supplier shall not be eligible to par‑

ticipate in the open tender :

 The supplier does not come under Arti‑

cle 6 of East Nippon Expressway Compa‑

ny Limiteds regulation concerning the

contract procedures (Regulation No.16 of

2005).

 Not to have been subject to transaction

suspension measures imposed by East

Nippon Expressway Company Limited

during the period from the examination

criteria date to the date of the decision on

the bidder.

 There shall have been no funding or

personal relationships with those intend‑

ing to participate in the bidding during

the period from the examination criteria

date to the date of the decision on the bid‑

der.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 PM, 26 October, 2026

 Time‑limit for the submission of tender :

4 : 00 PM, 19 November, 2026

 Contact point for the notice : Matsuda

Takahiro, Manager of Procurement & Con‑

tract Section, Accounting & Finance De‑

partment, General Affairs & Accounting

Division, East Nippon Expressway Compa‑

ny Limited 332 Kasumigaseki, Chiyo‑
da‑ku, Tokyo 1008979 Japan. Tel. 03
35060212

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
国立大学法人北海道大学 総長 寳金 清博
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 01
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 統合型人事給与シス
テム 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 履行期間 令和９年２月１日から令和16年
３月31日
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、提案に係る性能、機
能、技術等に関する書類（以下「総合評価の
ための書類」という。）を提出すること。なお、
落札決定に当たっては、入札書に記載された
金額に当該金額の10パーセントに相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の110分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
北海道大学の競争参加資格のいずれかにおい
て令和８年度に北海道地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者で

あること。なお、当該競争参加資格について
は、令和８年３月31日付け号外政府調達第58
号の官報の競争参加者の資格に関する公示の
別表に掲げる申請受付窓口又は北海道大学財
務部調達課において随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を総長が指定する日
時、場所に十分に納入することができること
を証明した者であること。
 総長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0600808 札幌市北区北８条西５丁目
北海道大学財務部調達課係長（物品契約担当）
飛岡 直樹 ＴＥＬ0117064552
E‑mail : cho-bu@finance.hokudai.ac.jp

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 令和８年10月
15日14時00分 北海道大学事務局２号館１階
中会議室Ａ
 本公告に基づく説明会に出席を希望する者
は、出席予定者を令和８年10月13日15時00分
までに上記に申込をすること。なお、申込
方法はメールまたは電話によることとする
が、手交、郵送によることも可とする。
 入札書の受領期限 令和８年11月30日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和９年１月８日14
時00分 北海道大学事務局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に総合
評価のための書類及び本公告に示した物品を
納入できることを証明する書類を添付して入
札書の受領期限までに提出しなければならな
い。入札者は、開札日の前日までの間におい
て、総長から当該書類に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると総長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人北海道大学契約規程第８条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、総長が入札説明書で指定する性
能、機能、技術等（以下「性能等」という。）
のうち、必須とした項目の最低限の要求要件
をすべて満たしている性能等を提案した入札
者の中から、総長が入札説明書で定める総合
評価の方法をもって落札者を定める。
 手続における交渉の有無 無。
 その他詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOUKIN Kiyohiro, Pre‑

sident, The National University Corpora‑

tion Hokkaido University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Integrated Human Resources

and Payroll System 1 set

 Fulfillment period : From February 1,

2027 through March 31, 2034

 Fulfillment place : As in the tender do‑

cumentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2026 in the

Hokkaido area in Sales of products for

participating in tenders by Single qualifi‑

cation for every ministry and agency, or

in tenders by Hokkaido University,

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Ｂ prove to have prepared a system to

provide rapid after‑sales service and

maintenance for the procured products,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by the Pre‑

sident,

Ｄ not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent, The National University Corpora‑

tion Hokkaido University.

 Time limit of tender : 17 : 00 30 Novem‑

ber, 2026

 Contact point for the notice : TOBIOKA

Naoki, Procurement Section, Procurement

Division, Hokkaido University, Kita 8

Nishi 5 Kita‑ku Sapporo‑shi 0600808 Ja‑
pan, TEL 0117064552
E‑mail : cho-bu@finance.hokudai.ac.jp
 Please be noted that if it is indicated that

environmental conditions relating to the

procurement are laid down in its tender do‑

cuments.

入札公告の取消

次のとおり取り消します。
令和８年９月 25 日

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁調達事業部
総括装備調達官 浅見 智宏

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第 45 号
令和８年８月26日付（号外政府調達第158号・

11ページ）掲載の入札公告第40号１「無停電
電源装置（陸自クローズ系クラウド基盤用）ＧＧ
Ｍ104 １式」および「無停電電源装置（陸
自クローズ系クラウド基盤用）ＧＧＭ105 ２
台」の入札公告を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
沖縄総合事務局開発建設部長 宮津 智文

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和８年度那覇港（新港ふ頭地区）
岸壁（－10ｍ）（耐震）床掘外１件工事（電子
入札対象案件）（電子契約対象案件）
 工事場所 那覇港（新港ふ頭地区）、石垣
港（新港地区）
 工事内容 共通工、浚渫工、海上地盤改良
工、土捨工、基礎工、測量業務
 工期 契約締結日の翌日から令和９年６月
26日まで
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価方式の試行工
事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムにより難いものは、
発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に
変えることができる。
 本工事は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
工事である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙方式に
代えるものとする。
 本工事は、競争参加資格を有すると認めら
れた者に対し、見積参考資料を開示する試行
工事である。
 本工事は原則として、当該入札の執行にお
いて入札執行回数は２回を限度とし、それま
でに落札者がないときは、予算決算及び会計
令（以下「予決令」という。）第99条の２の規
定に基づく随意契約には移行しない。

 本工事は、主任（監理）技術者や現場代理
人として施工経験を有さない技術者（主任（監
理）技術者等未経験者）を定期的に指導する
経験豊富な技術者（技術指導者）を配置でき
る「主任（監理）技術者等未経験者育成型（工
事）」の工事である。なお、技術指導者の配置
については、参加表明書の提出者が選択でき
るものとし、配置予定の主任（監理）技術者
が２競争参加資格に定める同種工事（沖縄総
合事務局開発建設部及び国土交通省が発注し
た工事（港湾空港関係に限る））の施工経験を
有さない場合に技術指導者の配置を行うこと
ができる。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、競争参加資格通知時に発注者が
想定している概略工程表を開示する工事であ
る。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等を
推進する企業として法令に基づく認定を受け
た企業その他これに準じる企業等を評価する
工事である。
 本工事は、契約変更手続きの透明性を確保
するため、契約変更前に必要に応じて第三者
による適正性チェックを実施する試行工事で
ある。
 本工事は、令和６年度からの時間外労働上
限規制を遵守するために現場作業および内業
ともに更なる社内外からの支援が必要となる
ことが想定されることから、技術管理費（出
来形管理のための測量等に要する費用のう
ち、「出来形管理のための測量、図面作成、写
真管理に要する費用」）、従業員給料手当およ
び法定福利費（現場従業員および現場労務者
に関する雇用保険料、健康保険料および厚生
年金保険料の法定の事業主負担額）（以下「実
績変更対象費」という。）について、港湾請負
工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難となった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて請負代金額を変更する試
行工事である。
 本工事は、発注者が本工事の積算に必要な
歩掛の一部について見積りを求める工事であ
り、見積書の提出は、入札説明書交付時に別
途配布する見積提出様式により、申請書提出
時に併せて電子入札システムで提出するこ

と。また、見積りを求めた歩掛については、
申請書及び歩掛見積り提出期限までに申請書
及び歩掛見積りを提出した者に対して入札説
明書等ダウンロードシステムにより公表する
工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。なお、本
方式の実施にあたっては、単価等を個別に合
意する方式を基本とするが、受注者の希望に
より、単価を一括的に合意する方式も可能と
する。
 本工事は、建設キャリアアップシステム活
用モデル工事の試行対象工事である。試行内
容の詳細は、特記仕様書によることとする。
 本工事は、施工箇所が点在する工事であり、
共通仮設費及び現場管理費について標準積算
と施工実態に乖離が考えられるため、施工箇
所ごとに共通仮設費及び現場管理費を算出す
る「施工箇所が点在する工事の積算方法の試
行工事」である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を全て満たしている単体有資
格者等（以下「単体」という。）又は、次に掲げ
る条件を全て満たしている者により構成されて
いる特定建設工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」
という。）であって、沖縄総合事務局開発建設部
長が別途公示する手続に従い、特定ＪＶとして
資格の認定を受けた者であること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 沖縄総合事務局における令和７・８年度一
般競争参加資格のうち「港湾等しゅんせつ工
事」の認定を受けていること（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、沖縄総合事務局長が別に
定める手続に基づく一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
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 沖縄総合事務局における港湾等しゅんせつ
工事に係る令和７・８年度一般競争参加資格
の認定の際に客観的事項（共通事項）につい
て算定した点数（経営事項評価点数）が、単
体又は特定ＪＶの代表者については850点以
上、特定ＪＶの代表者以外の構成員について
は750点以上であること。
 技術提案に関わる施工計画が適正であるこ
と。
 平成23年度以降に、次に掲げる工事を元請
として施工した実績を有すること（特定ＪＶ
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。ただし、乙型共同企
業体の同種工事の施工実績については、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った分
担工事の実績であること。）。
なお、当該実績が沖縄総合事務局開発建設
部及び国土交通省が発注した工事のうち入札
説明書に示すものに係る実績である場合に
あっては、評定点合計が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。
１）単体又は特定ＪＶの代表者は、下記ａ）
かつｂ）の施工実績を有すること。なお、
別件工事でも可とする。
ａ）グラブ浚渫船にて、90000㎥以上の浚
渫工事又は床掘工事を施工した実績。
ｂ）汚濁防止膜を使用して施工した実績。
２）特定ＪＶの代表者以外の構成員は、下記
ａ）かつｂ）の施工実績を有すること。な
お、別件工事でも可とする。
ａ）グラブ浚渫船にて、浚渫工事又は床掘
工事を施工した実績。
ｂ）汚濁防止膜を使用して施工した実績。

 ヒアリングの実施（施工体制の審査） 施
工体制をどのように構築し、それが施工内容
の実現の向上につながるかを審査するため
に、原則として、予定価格の制限の範囲内の
価格で入札した全ての者について、開札後速
やかに、ヒアリングを実施するとともに、追
加資料の提出を求める場合がある。
なお、申請書、入札書、工事費内訳調書等
の内容により、十分に確認できる場合は、ヒ
アリングを実施しない場合がある。詳細は入
札説明書による。
 落札者の決定方法 次の要件に該当する者
のうち、上記５）によって得られる評価値
の最も高い者を落札者とする。
なお、評価値の最も高い者が２人以上ある
ときは、当該者にくじを引かせて落札者を決
定する。
１）入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
ること。
２）評価値が基礎点を予定価格で除した数値
（以下「基準評価値」という。）に対して下
回らないこと。
３）提出した施工計画及び入札価格に基づ
き、本工事を確実に実現できること。

 評価内容の担保 技術提案に関わる施工計
画に記載した内容について、実際の施工に際
して、受注者の責により当局が評価した提案
内容の施工が行われない場合は、工事成績評
定点を減じる措置を行う。
 技術提案等の採否に関する問い合わせ 入
札参加者は、技術提案等の採否の通知に関し、
説明を求めることができる。なお、詳細は入
札説明書による。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者１名を当該工事に専任で配置するこ
と。本工事において申請できる主任技術者又
は監理技術者は１名とする。なお、配置予定
技術者が現在他の工事に従事している場合、
専任を要する期間において当該工事に専任で
配置できること。
また、競争参加者が特定ＪＶの場合は全構
成員が必ず各１名ずつ技術者を配置しなけれ
ばならない。ただし、競争参加者が甲型特定
建設工事共同企業体である場合は、代表者以

外の構成員の配置予定技術者についての書類
を求めず、契約後に要件を満たすことが証明
できる書類の提出を求め、資格を有する者で
あることを確認する。
１）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
２）平成23年度以降に、次に掲げる工事の現
場に元請けとして従事した経験を有する者
であること（特定ＪＶの構成員としての実
績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。ただし、乙型共同企業体の同種工事
の施工実績については、出資比率にかかわ
らず各構成員が施工を行った分担工事の実
績であること。）。
なお、工事の経験が沖縄総合事務局開発
建設部及び国土交通省が発注した工事のう
ち入札説明書に示すものに係る工事の経験
である場合にあっては、評定点合計が入札
説明書に示す点数未満のものを除く。ただ
し、競争参加者が甲型特定建設工事共同企
業体である場合は、代表者以外の構成員に
ついて、主任（監理）技術者の工事の施工
経験を求めない。
 単体又は特定ＪＶの代表者の配置予定
技術者は、下記ａ）かつｂ）の施工実績
を有すること。なお、別件工事でも可と
する。
ａ）グラブ浚渫船にて、浚渫工事又は床
掘工事を施工した実績。
ｂ）汚濁防止膜を使用して施工した実
績。

３）配置予定監理技術者にあっては、監理技
術者資格者証及び監理技術者講習修了証を
有する者であること。
４）配置予定技術者にあっては、直接的かつ
恒常的な雇用関係が競争参加資格確認資料
（以下「資料」という。）提出期限日におい
て、原則３か月以上継続してあること。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に沖縄総合事務局長から「沖縄
総合事務局の工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領」（昭和60年８月６日付け総会計第
642号）に基づく指名停止を受けている期間
中でないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面
において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照。）。
 沖縄総合事務局開発建設部（港湾・空港関
係）発注工事で当該工種における令和６、７
年度の工事成績評定点の平均点が２年連続で
60点未満でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずる者とし
て、沖縄総合事務局発注工事等からの排除要
請があり、当該状態が継続している者でない
こと。
 本工事における情報保全に係る履行体制に
関する資料「情報取扱者名簿及び情報管理体
制図（別紙３）」を申請書の提出時に併せて発
注者に提出すること。
 競争参加資格確認のため、添付を義務付け
た資料の添付がない場合、あるいは記載内容
の確認ができない場合は、書類不備により、
参加資格の確認ができないとして競争参加資
格を認めない。また、歩掛見積書が提出され
なかった場合も競争参加資格を認めない。

３ 総合評価に関する事項
 入札の評価に関する基準 総合評価に関す
る評価項目は次のとおりとし、詳細について
は、入札説明書による。
１）企業の創意工夫に対する技術力（技術提
案）、ワーク・ライフ・バランス等推進、
賃上げの実施について評価する。
２）施工体制の評価として、「品質確保の実効
性」、「施工体制確保の確実性」を評価する。

 総合評価の方法
１）基礎点 競争参加資格が認められた者の
うち入札説明書等に記載された要求要件を
実現できると認められた場合には基礎点と
して100点を与える。
２）加算点 加算点については入札説明書に
よる。
３）施工体制評価点 入札説明書の評価基準
に基づき、施工体制評価点を与える。
なお、施工体制評価点の最高点は30点（品
質確保の実効性15点、施工体制確保の確実
性15点。）とする。

４）加算点に係る確実性の評価（見直し加算
点）加算点の内容と施工体制の審査結果は、
当該施工計画が確実に実現できる程度に関
連することから、加算点は、施工体制の評
価後の点数割合を乗じた数値とする（入札
説明書参照。）。
５）総合評価 価格及び技術資料等に関わる
総合評価は、予定価格の制限の範囲内の入
札参加者について、上記１）、２）及び３）
により得られる基礎点、加算点及び施工体
制評価点の合計を、当該入札者の入札価格
で除して得た数値（以下「評価値」という。）
をもって行う。
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４ 入札手続等
 担当部局 〒9000006 沖縄県那覇市おも
ろまち２丁目１番１号 沖縄総合事務局開発
建設部管理課契約第二係 電話098866
0031（内線2528、2368）
 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札説明書を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は令和８年９月25日から令和８
年12月23日までの土曜日、日曜日及び祝日を
除く毎日９時00分から17時15分まで。ただし、
やむを得ない事由により、書面による交付を
希望する場合は、上記にて交付するので、
あらかじめ連絡すること。
なお、希望者には、郵送等による交付も行
うので申し出ること。この場合において、送
料は希望者の負担とする。
 申請書、資料、技術提案資料及び歩掛見積
りの提出期間、場所及び方法
１）提出期間：令和８年９月28日から令和８
年10月16日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日９時00分から17時15分（期間最
終日の受付は12時00分）まで。
２）場所及び方法：電子入札システムにより
提出すること。なお、申請書及び技術資料
が、10ＭＢを超える場合の提出方法等につ
いては、入札説明書による。ただし、発注
者の承諾を得た場合は、上記４に持参又
は郵送（書留郵便に限る。提出期限内必着。）
により提出すること。

５ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
１）入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行那覇支店）。ただし、利付国債の提
供（取扱官庁 沖縄総合事務局開発建設部）
又は銀行等の保証（取扱官庁 沖縄総合事
務局開発建設部）をもって入札保証金の納
付に代えることができる。
また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
２）契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行那覇支店）。ただし、利付国債の提
供（保管有価証券の取扱店 日本銀行那覇
支店）又は金融機関若しくは保証事業会社
の保証（取扱官庁 沖縄総合事務局開発建
設部）をもって契約保証金の納付に代える
ことができる。また、公共工事履行保証証
券による保証を付し、又は履行保証保険契
約の締結を行った場合は、契約保証金を免
除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tomofumi Miyatsu,

Director‑General, Development Construc‑

tion Department, Okinawa General Bureau,

Cabinet Office.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Naha

Port (Shinko Wharf Area) Quay (－10m)
(Seismic‑Resistant Structure) Excavation

and One Other Item of Work.

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

12 : 00 P.M. 16 October 2026.

 Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 2 : 00 P.M. 17

December 2026. (tenders brought with 2 : 00

P.M. 17 December 2026 or submitted by re‑

gisteredmail 2 : 00 P.M. 17 December 2026)

 Contact point for tender documentation :

Administration Division, Development

Construction Department, Okinawa Gene‑

ral Bureau, Cabinet Office, 211
Omoromachi, Naha‑city, Okinawa prefec‑

ture, 9000006 Japan. TEL 0988660031
ex. 2528, 2368

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 小玉 大輔

 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
１）日時：入札の締め切りは、令和８年12月
17日14時00分。開札は、令和８年12月24日
10時00分。
２）場所：入札書を紙により持参する場合
は、４担当部局へ持参すること。開札は、
沖縄総合事務局開発建設部入札室にて行
う。
３）提出方法：入札書は、電子入札システム
により提出すること。ただし、発注者の承
諾を得た場合は持参又は郵送（書留郵便に
限る。提出期限内必着。）により提出するこ
と。

４）入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 競争参加資格の確認結
果の通知日の翌日（令和８年11月30日）か
ら入札書提出期限日（令和８年12月17日）
（利付国債の提供の場合は入札書提出期限
日から10日前（土日含まず。）（令和８年12
月３日）。）までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日９時00分から17時15分までに上
記へ持参、郵送（書留郵便に限る。提出
期間内必着。）又は託送（書留郵便と同等の
ものに限る。提出期間内必着。）により提出
すること。

 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、上記３に定める方法に従い、評価値
の最も高い者を落札者とする。ただし、落札
者となるべき者の入札価格によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認められるとき、又
はその者と契約を締結することが公正な取引
の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し
く不適当であると認められるときは、予定価
格の制限の範囲内で、上記３に定める方法
によって算出された評価値をもって入札した
他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者
とすることがある。
なお、落札者となるべき者の入札価格が予
決令第85条に基づく調査基準価格を下回る場
合は、予決令第86条の調査を行うものとする
（入札説明書参照。）。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、専
任の配置予定技術者が義務付けされている工
事において、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定
技術者の専任制違反の事実が確認された場
合、契約を結ばないことがある。なお、種々
の状況からやむを得ないとして承認された場
合のほかは、申請書の差し替えは認められな
い。
 専任の配置予定技術者の配置が義務付けら
れている工事において、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合において
は、配置予定技術者とは別に、同等の要件を
満たす技術者の配置を求める。また、この場
合、配置予定技術者と現場代理人との兼務も
認めないものとする（入札説明書参照。）。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 契約締結後のＶＥ提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減させることを可能とする施工方法等（以下
「契約後ＶＥ提案」という。）に係る設計図書
の変更について、発注者に提案する事ができ
る。契約後ＶＥ提案が適正と認められた場合
には、設計図書を変更し、必要があると認め
られる場合には請負代金額の変更を行うもの
とする。詳細は港湾工事共通仕様書による。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書、資料及び技術提案資料を提出すること
ができるが、競争に参加するためには開札の
時において当該資格の認定を受け、かつ、競
争参加資格の確認を受けていなければならな
い。
 本案件は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行うものであり、対応についての詳
細は入札説明書による。
 詳細は入札説明書による。


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◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 10 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 札幌刑務所職員宿舎新営（建築）
工事
 工事場所 北海道札幌市東区東苗穂２条
１５１
 敷地面積 29372572
 工事内容
ア 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新築

イ 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新築

ウ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：49 延べ面積：49 工事種別：
新築
エ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：55 延べ面積：55 工事種別：
新築
オ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：55 延べ面積：55 工事種別：
新築
カ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：64 延べ面積：64 工事種別：
新築
キ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：64 延べ面積：64 工事種別：
新築
ク 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：64 延べ面積：64 工事種別：
新築
ケ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：49 延べ面積：49 工事種別：
新築

コ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：55 延べ面積：55 工事種別：
新築
サ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：55 延べ面積：55 工事種別：
新築
シ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：64 延べ面積：64 工事種別：
新築
ス 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：64 延べ面積：64 工事種別：
新築
セ 棟名：物置 建物用途：倉庫 構
造・階数：ＲＣ造１階（一部Ｗ造） 建築
面積：72 延べ面積：72 工事種別：
新築
ソ 棟名：ごみステーション 建 物 用
途：倉庫 構造・階数：Ｓ造（プレハブ）
１階 建築面積：６ 延べ面積：６
工事種別：新築
タ 棟名：ごみステーション 建 物 用
途：倉庫 構造・階数：Ｓ造（プレハブ）
１階 建築面積：６ 延べ面積：６
工事種別：新築
チ 工事種目 建築一式工事
ツ その他 外構、取壊し
テ 工事範囲 上記の全て（詳細は入札説明
書による。）

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、特定住宅瑕疵担保責任の履行の
確保等に関する法律（平成19年法律第66号）
に基づき、住宅建設瑕疵担保責任保険契約の
締結等が義務付けられた工事である。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。
 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テム（政府電子調達（ＧＥＰＳ）（https://www.
p-portal.go.jp/））により行う。なお、電子調
達システムにより難い者は、支出負担行為担
当官の承認を得た場合に限り、入札参加申請
手続及び入札手続の全てを書面により行うこ
と（本件入札手続において「紙入札方式」と
いう。）ができる。おって、特定建設工事共同
企業体（以下「共同企業体」という。）は、紙
入札方式に限る。

２ 競争参加資格
単体有資格者は下記Ａの条件を、共同企業体
は下記Ｂの条件を満たしていること。
Ａ 単体有資格者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
 本工事の業種区分（建築一式工事）におい
て、法務省の令和７・８年度における建設工
事の一般競争参加者の資格の認定を受けてい
ること（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、法務省
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における建築一式
工事の一般競争参加資格の認定の際に算出し
て得た総合数値が、1200点以上であるこ
と。

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事（発注者指定方式）である。
余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を
配置することを要しない。また、現場に搬入
しない資材等の準備を行うことができるが、
資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。

工期：令和９年４月１日から令和12年１月
31日まで（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和９年３月31日まで）
※契約締結後において、余裕期間内に受注者
の準備が整った場合は、監督職員と協議の
上、工期に係る契約を変更することにより、
工事に着手することができるものとする。
なお、低入札価格調査等により、上記の工
事の始期以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間は適用しない。（休止期間：令
和10年１月１日から令和10年３月31日と
し、休止期間中における監理技術者の専任
は不要とする。なお、休止期間中の共通費
の費用については別途とする。）

 使用する主要な資機材 コンクリート約
13703、鉄筋約2176ｔ、鉄骨約180ｔ（杭）、
ガラス約2468

 平成23年度以降に、建築一式工事の元請と
して完成引渡しが完了した次に掲げるア又は
イの基準をすべて満たす本工事と同種又は類
似の工事（以下「同種又は類似工事」という。）
の施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は出資比率が20％以上の場合
のものに限る。）。
ア 同種工事
 建物用途 共同住宅等（※１）
 発注者 国、地方公共団体（都道府県、
市町村、特別区、地方公共団体の組合及
び財産区）、公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律（平成12年法
律第127号）第２条第１項の適用を受け
る特殊法人等（以下「特殊法人等」とい
う。）（※２）
 構造 Ｓ造（※３）、ＲＣ造（※４）
又はＳＲＣ造（※４）
 階数 地上５階建以上
 建物規模 延べ面積5000以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 建築一式工事
 施工期間 地業工事の着手から完成ま
で施工していること。
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イ 類似工事
 建物用途 ａ共同住宅等 ｂ庁舎（法
務省収容施設を含む。）（※５）若しくは
事務所又は劇場、映画館、演芸場、観覧
場、公会堂、集会場、学校、研究施設、
体育館、博物館、美術館、図書館、ボー
リング場、スキー場、スケート場、水泳
場若しくはスポーツの練習場
 発注者 ａ国、地方公共団体（都道府
県、市町村、特別区、地方公共団体の組
合及び財産区）、特殊法人等を除く者
ｂ国、地方公共団体（都道府県、市町村、
特別区、地方公共団体の組合及び財産
区）、特殊法人等又はこれらの者を除く
者
※建物用途「ａ」の場合は発注者も「ａ」
に限る。同様に建物用途「ｂ」の場合
は発注者も「ｂ」に限る。

 構造 上記アに同じ
 階数 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。

３ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算
数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。
なお、入札時積算数量書に記載された積算数
量については、当該積算数量に基づく工事費
内訳書の提出や契約締結後における工事の施
工を求めるものではない。
 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。ただし、当該疑義に係
る積算数量の部分の工事が完成した場合、協
議を求めることができないものとする。
 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。ただし、入札時積算数量書の細目別内訳
において数量を一式としている細目（設計図
書において施工条件が明示された項目を除
く。）を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。

※１ 「共同住宅等」とは、共同住宅、
病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、ホテル、旅館、
下宿、寄宿舎、児童福祉施設、助産
所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報
提供施設を除く。）、保護施設（医療
保護施設を除く。）、女性自立支援施
設、老人福祉施設、有料老人ホーム、
母子保健施設、障害者支援施設、地
域活動支援センター、福祉ホーム、
障害福祉サービス事業施設（生活介
護、自立訓練、就労移行支援又は就
労継続支援を行う事業に限る。）をい
う。

※２ 「特殊法人等」とは、公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関す
る法律施行令第１条に定めるものの
ほか、国立大学法人法に基づく国立
大学法人及び大学共同利用機関法人

（過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第
２条第１項の適用を受けていた特殊
法人等が発注者となった業務を実績
として提出する場合は、特殊法人等
に該当していたことを確認できる当
時の法令等の根拠資料を求める。）

※３ Ｓ造については、建築基準法施行
令（昭和25年政令338号）第１条第
３号に定める「構造耐力上主要な部
分」のうち柱及び横架材は重量鉄骨
であるものに限る。

※４ ＳＲＣ造及びＲＣ造にはＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。

※５ 「庁舎」とは、国又は地方公共団
体の施設で一般行政事務に供される
施設をいい、特殊法人等の施設で一
般事務に供される施設及び法務省収
容施設は「庁舎」と同様に取り扱う
ものとする。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級建築施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。

ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

Ｂ 共同企業体
 共同企業体の代表者である構成員は上記Ａ
の条件を全て満たしていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
から、からの条件を満たしているこ
と。ただし、上記Ａに掲げる総合数値は、
１者を「1150点以上」、１者を「1000点以上」
とし、上記Ａア及びイに掲げる階数は
「地上２階建以上」とし、上記Ａア及び
イに掲げる建物規模は「延べ面積2500
以上」とする。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
ア及びウの基準を満たす主任技術者を本工
事に専任で配置することができること。また、
主任技術者の専任期間については、上記Ａ
のとおりである。

 共同企業体の構成員の数は３者とする。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。
 共同企業体の代表者となる構成員は構成員
の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資比
率が最大であるものとする。
 経常建設共同企業体でないこと。
 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。



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４ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp
 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年11月20日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_
chotatsujyoho_homu.html）からダウン
ロードできる。
 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手す
ることが困難な場合は以下のｂ又はｃの
方法により交付するので、誓約書のＰＤ
Ｆデータを電子メールで送付する際に、
メール本文に希望する方法を記載するこ
と。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための
パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。
ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。また、概
略図面を閲覧するためのパスワード
は、概略図面の交付後、電子メールで
交付する。

ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。また、概略図面を閲
覧するためのパスワードは、概略図面
の交付後、電子メールで交付するので、
上記の電子メールアドレス宛てに、
概略図面を受領したこと及び閲覧用パ
スワードを申請する旨の電子メールを
別途送信すること。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月13日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年11月24日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。なお、紙入札方式
による場合は上記の場所に持参又は郵送
すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年11月25日午前11時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階共用会議室３
（旧入札室）又は電子調達システム

５ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除

 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履行
保証保険の締結を行った場合は、契約保証金
の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち最低の価格をもって入札した者を落札者と
することがある。なお、落札者となるべき者
の入札価格が予決令第85条に基づく調査基準
価格を下回る場合は、予決令第86条の調査を
行うものとする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に
支障を生じさせない観点から、資格及び同種

又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２Ａに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記４により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。当該資
格の認定に係る申請方法は法務省ホームペー
ジ（https://www.moj.go.jp/chotatsu_
kensetsu_shikakushinsa.html）に掲示して
いる。
 労務費ダンピング調査の実施 本工事は、
労務費ダンピング調査の対象工事である。工
事費内訳書に記載した直接工事費が一定水準
を下回った場合、開札後、速やかにその理由
の確認を行う。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KODAMA Daisuke, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the building for government

official housing etc. of Sapporo Prison

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 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 13 October, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 24 November, 2026 (tenders submit‑

ted by mail should be reached before

10 : 00 24 November, 2026, only registered

mail is acceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 小玉 大輔

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 11 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 札幌刑務所職員宿舎新営（電気設
備）工事
 工事場所 北海道札幌市東区東苗穂２条
１５１
 敷地面積 29372572
 工事内容
ア 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新設
イ 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新設
ウ 工事種目 電灯設備一式、動力設備一式、
発電設備一式、通信設備一式、昇降機設備
一式
エ その他 屋外設備
オ 工事範囲 上記の全て（詳細は入札説明
書による。）

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事（発注者指定方式）である。
余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を
配置することを要しない。また、現場に搬入
しない資材等の準備を行うことができるが、
資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
工期：令和９年４月１日から令和12年１月
31日まで（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和９年３月31日まで）
※契約締結後において、余裕期間内に受注者
の準備が整った場合は、監督職員と協議の
上、工期に係る契約を変更することにより、
工事に着手することができるものとする。
なお、低入札価格調査等により、上記の工
事の始期以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間は適用しない。（休止期間：
令和10年１月１日から令和10年３月31日と
し、休止期間中における監理技術者の専任
は不要とする。なお、休止期間中の共通費
の費用については別途とする。）

 使用する主要な資機材 なし
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、特定住宅瑕疵担保責任の履行の
確保等に関する法律（平成19年法律第66号）
に基づき、住宅建設瑕疵担保責任保険契約の
締結等が義務付けられた工事である。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。

 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テム（政府電子調達（ＧＥＰＳ）（https://www.
p-portal.go.jp/））により行う。なお、電子調
達システムにより難い者は、支出負担行為担
当官の承認を得た場合に限り、入札参加申請
手続及び入札手続の全てを書面により行うこ
と（本件入札手続において「紙入札方式」と
いう。）ができる。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
 本工事の業種区分（電気工事）において、
法務省の令和７・８年度における建設工事の
一般競争参加者の資格の認定を受けているこ
と（会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てがなされている
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、法務省
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における電気工事
の一般競争参加資格の認定の際に算出して得
た総合数値が、1100点以上であること。
 平成23年度以降に、電気工事の元請として
完成引渡しが完了した次に掲げるア又はイの
基準をすべて満たす本工事と同種又は類似の
工事（以下「同種又は類似工事」という。）の
施工実績を有すること（共同企業体の構成員
としての実績は出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。）。
ア 同種工事
 建物用途 共同住宅等（※１）
 発注者 国、地方公共団体（都道府県、
市町村、特別区、地方公共団体の組合及
び財産区）、公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律（平成12年法
律第127号）第２条第１項の適用を受け
る特殊法人等（以下「特殊法人等」とい
う。）（※２）

 構造 Ｓ造（※３）、ＲＣ造（※４）
又はＳＲＣ造（※４）
 建物規模 延べ面積5000以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 電気工事（又はを含む
もの。）動力設備及び電灯設備、通信
設備
 施工期間 基礎工事の着手から完成ま
で施工していること。

イ 類似工事
 建物用途 ａ共同住宅等 ｂ庁舎（法
務省収容施設を含む。）（※５）若しくは
事務所又は劇場、映画館、演芸場、観覧
場、公会堂、集会場、学校、研究施設、
体育館、博物館、美術館、図書館、ボー
リング場、スキー場、スケート場、水泳
場若しくはスポーツの練習場
 発注者 ａ国、地方公共団体（都道府
県、市町村、特別区、地方公共団体の組
合及び財産区）、特殊法人等を除く者
ｂ 国、地方公共団体（都道府県、市町
村、特別区、地方公共団体の組合及び財
産区）、特殊法人等又はこれらの者を除
く者
※建物用途「ａ」の場合は発注者も「ａ」
に限る。同様に建物用途「ｂ」の場合
は発注者も「ｂ」に限る。

 構造 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ
※１ 「共同住宅等」とは、共同住宅、
病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、ホテル、旅館、
下宿、寄宿舎、児童福祉施設、助産
所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報
提供施設を除く。）、保護施設（医療
保護施設を除く。）、女性自立支援施
設、老人福祉施設、有料老人ホーム、
母子保健施設、障害者支援施設、地
域活動支援センター、福祉ホーム、
障害福祉サービス事業施設（生活介
護、自立訓練、就労移行支援又は就
労継続支援を行う事業に限る。）をい
う。


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※２ 「特殊法人等」とは、公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関す
る法律施行令第１条に定めるものの
ほか、国立大学法人法に基づく国立
大学法人及び大学共同利用機関法人
（過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第
２条第１項の適用を受けていた特殊
法人等が発注者となった業務を実績
として提出する場合は、特殊法人等
に該当していたことを確認できる当
時の法令等の根拠資料を求める。）

※３ Ｓ造については、建築基準法施行
令（昭和25年政令338号）第１条第
３号に定める「構造耐力上主要な部
分」のうち柱及び横架材は重量鉄骨
であるものに限る。

※４ ＳＲＣ造及びＲＣ造にはＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。

※５ 「庁舎」とは、国又は地方公共団
体の施設で一般行政事務に供される
施設をいい、特殊法人等の施設で一
般事務に供される施設及び法務省収
容施設は「庁舎」と同様に取り扱う
ものとする。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。

イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。

３ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算
数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。

なお、入札時積算数量書に記載された積算数
量については、当該積算数量に基づく工事費
内訳書の提出や契約締結後における工事の施
工を求めるものではない。
 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。ただし、当該疑義に係
る積算数量の部分の工事が完成した場合、協
議を求めることができないものとする。
 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。ただし、入札時積算数量書の細目別内訳
において数量を一式としている細目（設計図
書において施工条件が明示された項目を除
く。）を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。

４ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp

 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年11月24日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_
chotatsujyoho_homu.html）からダウン
ロードできる。
 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手す
ることが困難な場合は以下のｂ又はｃの
方法により交付するので、誓約書のＰＤ

Ｆデータを電子メールで送付する際に、
メール本文に希望する方法を記載するこ
と。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための
パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。
ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。また、概
略図面を閲覧するためのパスワード
は、概略図面の交付後、電子メールで
交付する。
ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。また、概略図面を閲
覧するためのパスワードは、概略図面
の交付後、電子メールで交付するので、
上記の電子メールアドレス宛てに、
概略図面を受領したこと及び閲覧用パ
スワードを申請する旨の電子メールを
別途送信すること。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月13日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。
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 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年11月25日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。なお、紙入札方式
による場合は上記の場所に持参又は郵送
すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年11月26日午前11時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階共用会議室３又
は電子調達システム

５ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履行
保証保険の締結を行った場合は、契約保証金
の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち最低の価格をもって入札した者を落札者と

することがある。なお、落札者となるべき者
の入札価格が予決令第85条に基づく調査基準
価格を下回る場合は、予決令第86条の調査を
行うものとする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に
支障を生じさせない観点から、資格及び同種
又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合
 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申

請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。当該資
格の認定に係る申請方法は法務省ホームペー
ジ（https://www.moj.go.jp/chotatsu_
kensetsu_shikakushinsa.html）に掲示して
いる。
 労務費ダンピング調査の実施 本工事は、
労務費ダンピング調査の対象工事である。工
事費内訳書に記載した直接工事費が一定水準
を下回った場合、開札後、速やかにその理由
の確認を行う。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KODAMA Daisuke, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Electric

installation work of the building for gov‑

ernment official housing etc.
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 13 October, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 25 November, 2026 (tenders submit‑

ted by mail should be reached before

10 : 00 25 November, 2026, only registered

mail is acceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 小玉 大輔

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13
〇第 12 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 札幌刑務所職員宿舎新営（機械設
備）工事
 工事場所 北海道札幌市東区東苗穂２条
１５１
 敷地面積 29372572
 工事内容
ア 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新設
イ 棟名：職員宿舎 建物用途：職員宿
舎 構造・階数：ＲＣ造７階（一部Ｗ造）
建築面積：1043 延べ面積：6373
工事種別：新設
ウ 工事種目 給排水衛生設備一式、空気調
和設備一式
エ その他 屋外設備
オ 工事範囲 上記の全て（詳細は入札説明
書による。）

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事（発注者指定方式）である。
余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を
配置することを要しない。また、現場に搬入
しない資材等の準備を行うことができるが、
資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を
行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
工期：令和９年４月１日から令和12年１月
31日まで（余裕期間：契約締結日の翌日から
令和９年３月31日まで）
※契約締結後において、余裕期間内に受注者
の準備が整った場合は、監督職員と協議の
上、工期に係る契約を変更することにより、
工事に着手することができるものとする。
なお、低入札価格調査等により、上記の工
事の始期以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間は適用しない。（休止期間：令
和10年１月１日から令和10年３月31日と
し、休止期間中における監理技術者の専任
は不要とする。なお、休止期間中の共通費
の費用については別途とする。）


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 使用する主要な資機材 なし
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、特定住宅瑕疵担保責任の履行の
確保等に関する法律（平成19年法律第66号）
に基づき、住宅建設瑕疵担保責任保険契約の
締結等が義務付けられた工事である。
 本工事は、入札時において発注者が入札時
積算数量書を示し、入札参加者が入札時積算
数量書に記載された積算数量を活用して入札
に参加する入札時積算数量書活用方式の対象
工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項第１号又は第２号の規定の
適用を受ける監理技術者又は主任技術者の配
置は認めない。
 本工事は、猛暑による作業不能日数を見込
んだ工事である。
 本件入札手続は、下記に定めるとおり、入
札参加申請手続、入札手続等を電子調達シス
テ ム （政 府 電 子 調 達 （Ｇ Ｅ Ｐ Ｓ）
（https://www.p-portal.go.jp/））により行う。
なお、電子調達システムにより難い者は、支
出負担行為担当官の承認を得た場合に限り、
入札参加申請手続及び入札手続の全てを書面
により行うこと（本件入札手続において「紙
入札方式」という。）ができる。おって、特定
建設工事共同企業体（以下「共同企業体」と
いう。）は、紙入札方式に限る。

２ 競争参加資格
単体有資格者は下記Ａの条件を、共同企業体
は下記Ｂの条件を満たしていること。
Ａ 単体有資格者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、予決令第70条における特別の理由がある
場合に該当する。
 本工事の業種区分（管工事）において、法
務省の令和７・８年度における建設工事の一
般競争参加者の資格の認定を受けていること
（会社更生法（平成14年法律第154号）に基

づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、法務省が
別に定める手続に基づく一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）。
 法務省の令和７・８年度における管工事の
一般競争参加資格の認定の際に算出して得た
総合数値が、1100点以上であること。
 平成23年度以降に、管工事の元請として完
成引渡しが完了した次に掲げるア又はイの基
準をすべて満たす本工事と同種又は類似の工
事（以下「同種又は類似工事」という。）の施
工実績を有すること（共同企業体の構成員と
しての実績は出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）。
ア 同種工事
 建物用途 共同住宅等（※１）
 発注者 国、地方公共団体（都道府県、
市町村、特別区、地方公共団体の組合及
び財産区）、公共工事の入札及び契約の
適正化の促進に関する法律（平成12年法
律第127号）第２条第１項の適用を受け
る特殊法人等（以下「特殊法人等」とい
う。）（※２）
 構造 Ｓ造（※３）、ＲＣ造（※４）
又はＳＲＣ造（※４）
 建物規模 延べ面積5000以上
 建築種別 新築又は増築（増築は増築
部分が条件を満たすこと。）
 工事種目 管工事（空気調和設備又は
給排水衛生設備を含むもの。）

 施工期間 基礎工事の着手から完成ま
で施工していること。

イ 類似工事
 建物用途 ａ共同住宅等 ｂ庁舎（法
務省収容施設を含む。）（※５）若しくは
事務所又は劇場、映画館、演芸場、観覧
場、公会堂、集会場、学校、研究施設、
体育館、博物館、美術館、図書館、ボー
リング場、スキー場、スケート場、水泳
場若しくはスポーツの練習場
 発注者 ａ国、地方公共団体（都道府
県、市町村、特別区、地方公共団体の組
合及び財産区）、特殊法人等を除く者
ｂ国、地方公共団体（都道府県、市町村、

特別区、地方公共団体の組合及び財産
区）、特殊法人等又はこれらの者を除く
者
※建物用途「ａ」の場合は発注者も「ａ」
に限る。同様に建物用途「ｂ」の場合
は発注者も「ｂ」に限る。

 構造 上記アに同じ
 建物規模 上記アに同じ
 建築種別 上記アに同じ
 工事種目 上記アに同じ
 施工期間 上記アに同じ
※１ 「共同住宅等」とは、共同住宅、
病院又は診療所（患者の収容施設が
あるものに限る。）、ホテル、旅館、
下宿、寄宿舎、児童福祉施設、助産
所、身体障害者社会参加支援施設（補
装具製作施設及び視聴覚障害者情報
提供施設を除く。）、保護施設（医療
保護施設を除く。）、女性自立支援施
設、老人福祉施設、有料老人ホーム、
母子保健施設、障害者支援施設、地
域活動支援センター、福祉ホーム、
障害福祉サービス事業施設（生活介
護、自立訓練、就労移行支援又は就
労継続支援を行う事業に限る。）をい
う。

※２ 「特殊法人等」とは、公共工事の
入札及び契約の適正化の促進に関す
る法律施行令第１条に定めるものの
ほか、国立大学法人法に基づく国立
大学法人及び大学共同利用機関法人
（過去において公共工事の入札及び
契約の適正化の促進に関する法律第
２条第１項の適用を受けていた特殊
法人等が発注者となった業務を実績
として提出する場合は、特殊法人等
に該当していたことを確認できる当
時の法令等の根拠資料を求める。）

※３ Ｓ造については、建築基準法施行
令（昭和25年政令338号）第１条第
３号に定める「構造耐力上主要な部
分」のうち柱及び横架材は重量鉄骨
であるものに限る。

※４ ＳＲＣ造及びＲＣ造にはＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。

※５ 「庁舎」とは、国又は地方公共団
体の施設で一般行政事務に供される
施設をいい、特殊法人等の施設で一
般事務に供される施設及び法務省収
容施設は「庁舎」と同様に取り扱う
ものとする。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を本工事に専任で配置することができ
ること。
ア 一級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
イ 上記に掲げる同種又は類似工事の経験
を有する者であること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込みのあった
日以前に同建設業者と３か月以上の雇用関
係にあること。

 主任技術者又は監理技術者の専任期間は以
下のとおりである。
ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの
期間については、主任技術者又は監理技術
者の設置を要しない。
イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの
期間）については、発注者と受注者の間で
書面により明確にした場合に限って、主任
技術者又は監理技術者の工事現場での専任
を要しない。
ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都
合により検査が遅延した場合を除く。）、事
務手続後、後片付け等のみが残っている期
間については、発注者と受注者の間で書面
により明確にした場合に限って、主任技術
者又は監理技術者の工事現場での専任を要
しない。なお、検査が終了した日は、発注
者が工事の完成を確認した旨、受注者に通
知した日とする。

 申請書及び資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、平成７年１月23日付け法務
省営第191号会計課長通達「工事請負契約に
係る指名停止等の措置要領の制定及び運用に
ついて」に基づく指名停止を受けていないこ
と。
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 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
注業者（協力事務所を含む。以下同じ。）でな
いこと又は当該受注業者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する業者又はこれに準ずる者として排除要
請があり、法務省大臣官房施設課長が契約の
相手方として不適当であると認めていないこ
と。
Ｂ 共同企業体
 共同企業体の代表者である構成員は上記Ａ
の条件を全て満たしていること。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
から、からの条件を満たしているこ
と。ただし、上記Ａに掲げる総合数値は、
１者を「950点以上」とし、上記Ａア及
びイに掲げる建物規模は「延べ面積2500
以上」とする。
 共同企業体の代表者以外の構成員は上記Ａ
ア及びウの基準を満たす主任技術者を本工
事に専任で配置することができること。また、
主任技術者の専任期間については、上記Ａ
のとおりである。
 共同企業体の構成員の数は２者とする。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。
 共同企業体の代表者となる構成員は構成員
の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資比
率が最大であるものとする。
 経常建設共同企業体でないこと。
 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。

ｂ 窓口での交付 上記の窓口にてＰ
ＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付する。
ただし、行政機関の休日に関する法律
（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日を除く日の午前10
時から午後５時までに限る。また、概
略図面を閲覧するためのパスワード
は、概略図面の交付後、電子メールで
交付する。
ｃ 郵送による交付 郵送（着払い）に
てＰＤＦデータ（ＣＤＲ）を交付す
る。なお、速達での郵送を希望する場
合は、誓約書のＰＤＦデータを電子
メールで送付する際に電子メール本文
に付記すること。また、概略図面を閲
覧するためのパスワードは、概略図面
の交付後、電子メールで交付するので、
上記の電子メールアドレス宛てに、
概略図面を受領したこと及び閲覧用パ
スワードを申請する旨の電子メールを
別途送信すること。

５ その他
 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本円、時間は日本の標準時及び単位は計
量法（平成４年法律第51号）による。
 入札保証金 免除
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行丸ノ内代理店（三菱ＵＦＪ銀行新丸の内
支店））。ただし、利付国債の提供（保管有価
証券の取扱店 日本銀行丸ノ内代理店（三菱
ＵＦＪ銀行新丸の内支店））又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証をもって契約保証金
の納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履行
保証保険の締結を行った場合は、契約保証金
の納付を免除する。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

３ 入札時積算数量書活用方式に関する事項
 入札時積算数量書活用方式は、入札時にお
いて発注者が入札時積算数量書を示し、入札
参加者が入札時積算数量書に記載された積算

数量を活用して入札に参加することを通じ、
工事請負契約の締結後において、当該積算数
量に疑義が生じた場合に、発注者及び受注者
は、入札時積算数量書に基づき、積算数量に
関する協議を行うことができるものである。
なお、入札時積算数量書に記載された積算数
量については、当該積算数量に基づく工事費
内訳書の提出や契約締結後における工事の施
工を求めるものではない。
 受注者は、入札時積算数量書に記載された
積算数量に疑義が生じた場合は、直ちに協議
を求めるものとする。ただし、当該疑義に係
る積算数量の部分の工事が完成した場合、協
議を求めることができないものとする。
 受注者からの請求によるの協議は、入札
時積算数量書における当該疑義に係る積算数
量と、これに対応する工事費内訳書における
当該数量とが同一であると確認できた場合に
のみ行うことができるものとする。
 の協議（発注者が請求する場合も含む。）
は、入札時積算数量書に基づき行うものとす
る。ただし、入札時積算数量書の細目別内訳
において数量を一式としている細目（設計図
書において施工条件が明示された項目を除
く。）を除く。
 の協議の結果、入札時積算数量書に記載
された積算数量に訂正が必要となった場合
は、契約書、設計図書及び数量基準に定める
ところによるものとする。

４ 入札手続等
 担当部局 〒1008977 東京都千代田区霞
が関１１１ 法務省大臣官房施設課経理
係 電話0335927027
電子メールアドレス：skeiri@moj.go.jp
 入札説明書等の入手期限及び入手方法
ア 入手期限 令和８年11月25日まで
イ 入手方法
 入札説明書等（入札説明書別冊の概略
図面（以下「概略図面」という。）を除く。）
は、法務省ホームページ（https://www.
moj.go.jp/chotatsu_kensetsu_
chotatsujyoho_homu.html）からダウン
ロードできる。

 概略図面は以下のａの方法で交付する
ので、「図面等の交付申請及び機密保持誓
約書（以下「誓約書」という。法務省ホー
ムページからダウンロードできる。）」の
ＰＤＦデータを上記の電子メールアド
レス宛てに送付し、必ず入手すること。
なお、ａの方法により概略図面を入手す
ることが困難な場合は以下のｂ又はｃの
方法により交付するので、誓約書のＰＤ
Ｆデータを電子メールで送付する際に、
メール本文に希望する方法を記載するこ
と。
ａ クラウドストレージからのダウン
ロード 概略図面をダウンロードする
ためのＵＲＬを電子メールで通知する
ので同ＵＲＬからダウンロードするこ
と。また、概略図面を閲覧するための
パスワードは別途電子メールで交付す
るので、上記の電子メールアドレス
宛てに、概略図面をダウンロードした
こと及び閲覧用パスワードの交付を申
請する旨を電子メールで送信するこ
と。

 申請書及び資料の提出期限及び提出方法
ア 提出期限 令和８年10月13日午後３時
（必着）
イ 提出方法 申請書及び資料は電子調達シ
ステムにより提出すること。ただし、提出
ファイルの容量が50ＭＢを超える場合は、
申請書のみを電子調達システムにより提出
し、資料の全部を上記の場所に持参又は
郵送すること。この場合においては、申請
書及び資料のいずれも上記提出期限までに
提出場所に到達することを要するものとす
る。詳細は入札説明書による。なお、紙入
札方式による場合は上記の場所に持参又
は郵送すること。

 入札書の提出期限、提出場所及び提出方法
ア 提出期限 令和８年11月26日午前10時
（必着）
イ 提出場所及び提出方法 電子調達システ
ムにより提出すること。なお、紙入札方式
による場合は上記の場所に持参又は郵送
すること。

 開札の日時及び場所
ア 日時 令和８年11月27日午前11時
イ 場所 〒1008977 東京都千代田区霞が
関１１１ 法務省16階共用会議室３又
は電子調達システム


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 落札者の決定方法 予決令第79条の規定に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低の価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。ただし、落札者となる
べき者の入札価格によっては、その者により
当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者
と契約を締結することが公正な取引の秩序を
乱すこととなるおそれがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち最低の価格をもって入札した者を落札者と
することがある。なお、落札者となるべき者
の入札価格が予決令第85条に基づく調査基準
価格を下回る場合は、予決令第86条の調査を
行うものとする。
 配置予定技術者の確認等 落札者決定後、
工事実績情報システム等により配置予定技術
者の専任制違反の事実が確認された場合、契
約を結ばないことがある。なお、死亡、傷病、
被災、出産、育児、介護、退職等の特別な場
合でやむを得ないものとして承認された場合
のほかは、資料の差し替えは認められない。
ただし、資料の提出期限の翌日以降において、
死亡等の特別な理由のほか、次のアからウま
でに該当する場合に認められる場合がある。
なお、傷病等特別な理由により、やむを得ず
配置予定技術者を変更する場合は、当初の配
置予定技術者と同等以上の者を配置しなけれ
ばならず、また、アからウまでに該当する場
合にあっても、工事の継続性、品質確保等に
支障を生じさせない観点から、資格及び同種
又は類似工事の経験について、当初の配置予
定技術者と同等以上の者を発注者の承認を得
た上で配置するほか、交代の時期は工程上一
定の区切りと認められる時点とすること、工
事の規模、難易度等に応じ一定期間重複して
工事現場に設置する等の措置が講じられるよ
うにすること。
ア 受注者の責によらない理由により、工事
中止又は工事内容の大幅な変更が発生し工
期を延長した場合
イ 工場から現地へ工事の現場が移行する場
合
ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合

 手続における交渉の意図の有無 無
 契約書の作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２Ａに掲げる一般競争参加資
格の認定を受けていない者も上記４により
申請書及び資料を提出することができるが、
競争に参加するためには、開札の時において、
当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格
の確認を受けていなければならない。当該資
格の認定に係る申請方法は法務省ホームペー
ジ（https://www.moj.go.jp/chotatsu_
kensetsu_shikakushinsa.html）に掲示して
いる。
 労務費ダンピング調査の実施 本工事は、
労務費ダンピング調査の対象工事である。工
事費内訳書に記載した直接工事費が一定水準
を下回った場合、開札後、速やかにその理由
の確認を行う。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KODAMA Daisuke, Di‑

rector of the Facilities Division, Minister's

Secretariat, Ministry of Justice

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Machin‑

ery installation work of the building for go‑

vernment official housing etc.
 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 15 : 00 13 October, 2026

 Time‑limit for the submission of tenders :

10 : 00 26 November, 2026 (tenders submit‑

ted by mail should be reached before

10 : 00 26 November, 2026, only registered

mail is acceptable)

 Contact point for tendering documen‑

tation : Accounting Section, Facilities Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Justice, 111 Kasumigaseki Chiyoda‑ku,
Tokyo, 1008977, Japan, Tel 033592
7027

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年９月 25 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 金田 泰明

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 首都圏中央連絡自動車道 戸田高
架橋耐震補強工事
 工事場所 契約図書に記載のとおり
 工事内容 契約図書に記載のとおり
 工事概算数量 契約図書に記載のとおり
 工期 契約図書に記載のとおり
 使用する主要な資機材 契約図書に記載の
とおり
 調達方式に係る付記 入札公告（説明書）
または特記仕様書に記載のとおり

３ 入札手続等
 担当部署 東日本高速道路株式会社 関東
支社 技術部 調達契約課 三木千絵子
〒3300854 埼玉県さいたま市大宮区桜木
町１1120 電話0486310020
 契約図書の交付期間及び方法
 交付期間 入札公告の日から令和８年11
月10日16時まで
 交付方法 東日本高速道路株式会社の
ホームページに掲載

 競争参加資格確認申請書等の提出期間及び
方法
 提出期間 入札公告の日から令和８年11
月10日16時まで
 提出方法 電子入札システム、電子メー
ルまたは書留郵便等

 入札書の提出期限、方法及び開札日時
 入札書の提出
 提出期限 令和９年６月９日16時
 提出方法 電子入札システム
 開札日時 令和９年６月10日13時30分

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記３に示す競争参加資格確
認申請書等の提出期間の最終日をいう。以下
同じ。）において、東日本高速道路株式会社の
契約規程実施細則第６条の規定に該当しない
者であること。
 参加者募集の事項は、入札公告（説明書）
の「競争参加資格要件等一覧表」及び共通入
札公告の「工事参加者募集・選定表」並びに
「■競争参加資格の区分に係る経営事項評価
点数表」に記載のとおり。なお、平成23年度
以降に完成及び引渡しが完了した工事の場合
は、工事成績評定点合計（以下「評定点合計」
という。）を発注者から通知されている場合
で、次のイ）又はロ）に該当する工事は施工
実績として認めない。
イ）東日本高速道路株式会社の工事について
は、評定点合計が65点未満の工事
ロ）上記以外の高速道路会社、国又は地方公
共団体等の工事においては、評定点合計が
一定の点数未満であり、当該発注機関の競
争入札において施工実績として認めていな
い工事

 審査基準日において、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者、又
は民事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者でないこと。（ただし、当該
申立てに係る手続開始の決定後、あらためて
競争参加資格の再認定を受け、上記に示す
条件を満たす場合を除く。）

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社から「地
域３（関東支社が所掌する区域）」において、
競争参加資格停止を受けていないこと。

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨とする。

 入札保証及び契約保証
 入札保証 要
 契約保証 要
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載
をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方式 総合評価落札方式（技
術提案評価型）
 見積活用方式の有無 有
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要（電子契約による）
 本件工事に直接関連する他の工事の請負契
約を、本件工事の請負契約の相手方と随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細は、東日本高速道路株式会社のホーム
ページに掲載する入札公告（説明書）による。
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５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Yasuaki Kaneda, Direc‑

tor General of Kanto Regional Head Office,

East Nippon Expressway Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Seismic

Reinforcement Works of Toda Viaduct on

the Ken‑O Expressway

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 10 November 2026

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 4 : 00 P.M. 9

June 2027

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for tender documentation :

Chieko Miki, Deputy Manager of Pro‑

curement & Contract Section, Technology

& Procurement Department, Kanto Region‑

al Head Office, East Nippon Expressway

Co., Ltd. 11120 Sakuragi‑cho, Omiya‑
ku, Saitama city, Saitama, 3300854, Ja‑
pan TEL : 0486310020

競争参加者の資格に関する公示
沖縄総合事務局開発建設部が発注する「令和８
年度那覇港（新港ふ頭地区）岸壁（－10ｍ）（耐震）
床掘外１件工事」は単体有資格者等及び特定建設
工事共同企業体による一般競争（政府調達）によ
り行うこととしたので当該共同企業体の資格審査
申請の受付の期間及び方法等を次のとおり公示し
ます。
令和８年９月 25 日
沖縄総合事務局開発建設部長 宮津 智文

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47
１ 工事名 令和８年度那覇港（新港ふ頭地区）
岸壁（－10ｍ）（耐震）床掘外１件工事
２ 工事場所 那覇港（新港ふ頭地区）、石垣港
（新港地区）

３ 工事内容 共通工、浚渫工、海上地盤改良工、
土捨工、基礎工、測量業務
４ 工事区分 港湾等しゅんせつ工事
５ 資格審査申請書の受付期間及び受付場所
 受付期間 令和８年９月28日から令和８年
10月16日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日９時00分から17時15分（期間最終日の
受付は12時00分）まで
 受付場所 〒9000006 沖縄県那覇市おも
ろまち２丁目１番１号 沖縄総合事務局開発
建設部管理課契約管理係 電話098866
0031（内線2541）

６ 共同企業体の構成員の数、資格要件等
 構成員の数 ２社又は３社とする。
 構成員の組合せ 当局による一般競争参加
資格のうち「港湾等しゅんせつ工事」に係る
競争参加資格を有する者の組合せとする。
 構成員の資格要件 全ての構成員が、本工
事に係る入札公告に定められた「競争参加資
格」に掲げる条件を満たす者とする。
 出資比率
 構成員の数が２社の場合 全ての構成員
が、30％以上の出資比率でなければならな
い。
 構成員の数が３社の場合 全ての構成員
が、20％以上の出資比率でなければならな
い。

 代表者の要件 代表者は、より大きな施工
能力を有し、かつ、出資比率が構成員中最大
である者とする。
 有効期間 特定建設工事共同企業体の有効
期間は、次の各号に掲げる者の区分に応じ当
該各号に定める期間とする。
１）発注工事の契約の相手方となった者 競
争参加資格が有ると認定した時から工事の
請負代金の完成払をした時まで。
２）発注工事の契約の相手方とならなかった
者 競争参加資格が有ると認定した時から
契約の相手方が確定した時まで。

７ 資格審査申請書類
 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書
 共同企業体等調書
 経審結果通知書の写し
※令和７・８年度の競争参加資格審査の申
請において用いたものに限る。

 共同企業体協定書の写し

８ 資格審査結果の通知
資格審査の結果は、特定建設工事共同企業体
資格認定通知書により通知する。
９ その他
 共同企業体の名称は、「〇〇〇・ ・×
××（会社名等）特定建設工事共同企業体」
とする。
 共同企業体の資格審査申請をする者は、併
せて支出負担行為担当官沖縄総合事務局開発
建設部長 宮津 智文 が公告する入札参加
資格の認定を受けること。
 申請手続について不明な点があれば、次に
照会すること。
５に同じ

５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Verification of a Generative AI

Platform for Practical Use in Customs Op‑

erations, 1 Set.

 Time‑limit for the submission of comm‑

ents : 5 : 00 PM 16 October 2026

 Contact Point for the notice : SHIGETA

Naoyoshi, Procurement Section, Account‑

ing Division, Tokyo Customs, 2711,
Aomi Koto‑ku 1358615 Japan, TEL 03
35996240

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省職業安定局雇用保険課長

堀 泰雄
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 令和９～11年度
教育訓練給付金情報管理・検索システムのガ
バメントクラウド移行及びシステム刷新に係
る設計・開発及び運用保守業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月15日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２中央合同庁舎５号館 厚生労働
省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支
援担当参事官室中長期的キャリア形成支援係
伊藤、小山田 電話0352531111（内線
5390）
メールアドレス kyouikukunren@mhlw.

go.jp

意見招請に関する公示

次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日

東京税関総務部長 荒巻 英敏
◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 税関業務における生
成ＡＩプラットフォームの実運用へ向けた検
証 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月16日17時00
分（郵便等の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1358615 東京都江東区青海
２７11 東京港湾合同庁舎内東京税関総
務部会計第一課調達専門官 茂田 尚良 電
話0335996240

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月15日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
 交付条件 仕様書案を交付するにあたり、
本件調達物品の機密保持の必要性から、本件
調達に係る「機密保持に関する誓約書」を提
出した者に対してのみ、仕様書案を交付する。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年10月２日15時00分
 開催場所 東京港湾合同庁舎７階 東京税
関入札室
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３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月15日まで
 交付場所 上記２に同じ
４ 仕様書案の説明会
 開催日時及び場所 実施しない
 備考 仕様書案及び意見の提出方法等に係
る不明点については、２の担当者宛てに問
い合わせること。

５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation and maintenance for

Management and Retrieval System for

Educational Training Benefit 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM (JST), 15, October, 2026

 Contact point for the notice : ITO,

OYAMADA, Office of Counsellor for

Youth Support and Career Development,

Director‑General for Human Resources De‑

velopment, Ministry of Health, Labour and

Welfare, 122, Kasumigaseki, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008916, Japan, TEL 03
52531111 (ext. 5390)
E‑mail kyouikukunren@mhlw.go.jp

５ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Project Management Support

Services for the Design and Development of

the System Renewal 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 PM (JST), 15, October, 2026

 Contact point for the notice : ITO,

OYAMADA, Office of Counsellor for

Youth Support and Career Development,

Director‑General for Human Resources De‑

velopment, Ministry of Health, Labour and

Welfare, 122, Kasumigaseki, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008916, Japan, TEL

0352531111 (ext. 5390)
E‑mail kyouikukunren@mhlw.go.jp

意見招請に関する公示

次のとおり調達物件の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
最高裁判所事務総局経理局長 染谷 武宣

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 民事裁判書類電
子提出システムに係るクラウド基盤の提供及
び運用・保守 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月16日正午
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1028651 東京都千代田区隼町
４２ 最高裁判所事務総局経理局用度課調
査係 濱田 電話0332645873

３ 仕様書案の交付
 交付期間 公示日から上記２まで。
 交付場所 本公告の日から電子調達システ
ムに掲載する。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Provision of cloud platform, op‑

eration and maintenance for Electronic

Submission System of Civil Court Docu‑

ments, 1 contract

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : Noon, October 16, 2026

 Contact point for the notice, delivery of

the specifications, and the submission of

comments : HAMADA, Research Section,

Supplies Division, Financial Bureau, Gener‑

al Secretariat, Supreme Court, 42 Haya‑
busa‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 1028651,
Japan, TEL 0332645873

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation and Maintenance, etc.

of e‑Filing／e‑Records Management Sys‑
tem and e‑Case Management System, 1 con‑

tract

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : Noon, October 16, 2026

 Contact point for the notice, delivery of

the specifications, and the submission of

comments : HAMADA, Research Section,

Supplies Division, Financial Bureau, Gener‑

al Secretariat, Supreme Court, 42 Haya‑
busa‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo 1028651,
Japan, TEL 0332645873

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

財務契約部長 松本 尚也
◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 08
〇第 081215１号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、28
 購入等物品及び数量 令和９年度複写機等
レンタル １式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月16日15時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒3191184 茨城県那珂郡東海村
大字舟石川765番地１ 国立研究開発法人日
本原子力研究開発機構 財務契約部 事業契
約第２課 電話07013884158

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月15日まで
 交付場所 上記２に同じ。

意見招請に関する公示
次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
支出負担行為担当官
厚生労働省職業安定局雇用保険課長

堀 泰雄
◎調達機関番号 017 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 令和９～10年教
育訓練給付金情報管理・検索システムのガバ
メントクラウド移行及び刷新に係る設計・開
発のための工程管理支援業務一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月15日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008916 東京都千代田区霞が
関１２２中央合同庁舎５号館 厚生労働
省人材開発統括官付若年者・キャリア形成支

援担当参事官室中長期的キャリア形成支援係
伊藤、小山田 電話0352531111（内線
5390）
メールアドレス kyouikukunren@mhlw.

go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月15日まで
 交付場所 上記２に同じ
４ 仕様書案の説明会
 開催日時及び場所 実施しない
 備考 仕様書案及び意見の提出方法等に係
る不明点については、２の担当者宛てに問
い合わせること。

意見招請に関する公示
次のとおり調達物件の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
最高裁判所事務総局経理局長 染谷 武宣

◎調達機関番号 003 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 ｅ提出・ｅ記録
管理システム及びｅ事件管理システムの運用
保守等 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月16日正午
（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1028651 東京都千代田区隼町
４２ 最高裁判所事務総局経理局用度課調
査係 濵田 電話0332645873

３ 仕様書案の交付
 交付期間 公示日から上記２まで。
 交付場所 本公告の日から電子調達システ
ムに掲載する。
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４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年９月30日14時00分
 開催場所 〒3191184 茨城県那珂郡東海
村大字舟石川765番地１ 国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構 本部 総合管理棟

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured ; 14, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased ; Rental contract such as copiers

in 2027 fiscal year

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 15 : 00, 16 October 2026

 Contact point for the notice ; Contract

Section 2, Financial Affairs and Contract

Department, Japan Atomic Energy Agency,

7651, Funaishikawa Tokai‑mura Naka‑
gun Ibaraki‑ken 3191184 Japan. TEL
07013884158

意見招請に関する公示

次のとおり特定役務の調達に係る仕様書案の作
成が完了したので、仕様書案に対する意見を招請
します。
令和８年９月 25 日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
山口宇部医療センター院長 田中 伸幸

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 35
１ 調達内容
 品目分類番号 75、78
 購入等特定役務及び数量 総合ビルメンテ
ナンス業務委託

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月15日17時
(郵送の場合は必着のこと。)
 提出先 〒7550241 山口県宇部市東岐波
685 独立行政法人国立病院機構山口宇部医
療センター 業務班長 岡部 圭祐 電話
0836582300

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月15日まで。
 交付場所 上記２に同じ。

４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75, 78

 Nature and quantity of the services to be

required : Comprehensive Building Mainte‑

nance Services for the Hospital, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 P.M., October 15, 2026

 Contact point for the notice : Keisuke

Okabe, Chief, Operations Section, Planning

Division, National Hospital Organization

Yamaguchi‑Ube Medical Center, 685 Hi‑

gashikiwa, Ube‑shi, Yamaguchi 7550241,
Japan TEL : 0836582300

意見招請に関する公示

次のとおり調逵物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日
経理責任者
独立行政法人国立病院機構
長崎医療センター院長 髙山 隼人

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 42
〇第 13085 号（№13085）
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 導入計画物品及び数量 注射薬自動払出シ
ステム 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提供期限 令和８年11月９日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒8568562 長崎県大村市久原２
丁目1001１ 独立行政法人国立病院機構長
崎医療センター企画課契約係長 谷口 遼
電話0957523121 内線8015

３ 仕様書案の交付 本公表に基づき応募する供
給者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
11月９日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ その他
この導入計画の詳細は導入説明書による。
なお、本公表内容は予定であり、変更するこ
とがあり得る。

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Automatic dispensing system

for injectable drugs, 1 set

 Time‑limit for the submission of the re‑

quested material : 5 : 00 P.M. November 9,

2026

 Contact point for the notice : Taniguchi

Haruka, Contract Section, National Hospi‑

tal Organization Nagasaki Medical Center,

210011 Kubara, Omura‑shi, Nagasaki‑
ken 8568562, Japan. TEL 0957523121
ext. 8015

意見招請に関する公示
次のとおり調達業務の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日

独立行政法人労働者健康安全機構
契約担当役 理事 松下 和生

◎調達機関番号 621 ◎所在地番号 14
〇第 74 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達業務及び数量 未払賃金立替払システ
ムの運用保守等に係る業務支援業務一式

２ 意見及び見積書の提出方法
 意見及び見積書の提供期限 令和８年10月
19日17時（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒2110021 神奈川県川崎市中原
区木月住吉町１番１号 独立行政法人労働者
健康安全機構 契約課契約班 電話 044
4318634 Fax 0444115530 Mail：
keiyaku@m.johas.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月19日17時まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be

procured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Comprehensive operational sup‑

port services for the system handling the

advance payment of outstanding obliga‑

tions

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 17 : 00 19, October, 2026

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Accounting Division, Japan Or‑

ganization of Occupational Health and

Safety 11 Kidukisumiyoshi‑cho Naka‑
hara‑ku Kawasaki‑shi Kanagawa‑ken

2110021 Japan TEL 0444318634 Fax
0444115530 Mail : keiyaku@m.johas.

go.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年９月 25 日

日本私立学校振興・共済事業団
理事長 福原 紀彦

◎調達機関番号 404 ◎所在地番号 13
〇第６号
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 調達件名及び数量 ホテル業務システムの
入替に伴うクラウドサービス導入

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年10月16日午後３
時（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1138441 東京都文京区湯島
１７５ 事業団財務部契約課 髙橋 一
男 電話0338135349

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年９月25日から令和８年
10月16日まで
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14, 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Implementation of cloud services

accompanying the replacement of Property

Management System

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 3 : 00 PM, 16 October 2026

 Contact point for the notice : Contract

Sec., Financial Affairs Dept. PMAC, 17
5 Yushima Bunkyo‑ku Tokyo 1138441 Ja‑
pan TEL 0338135349
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随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

財務部長 服部 雅彦
◎調達機関番号 804 ◎所在地番号 12
〇第 86 号
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 シンチレータの購入
１式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月22日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社オキサイド

５ 担当部局 〒2638555 千葉県千葉市稲毛区
穴川４９１ 国立研究開発法人量子科学技
術研究開発機構 財務部契約課 電話043
2063014
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Procurement of scintillators 1

Set

 Expected date of the contract award : 22,

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Contract

Section, Department of Financial Affairs,

National Institutes for Quantum Science

and Technology, 491 Anagawa, Inage‑
ku, Chiba‑shi, Chiba, 2638555, JAPAN
(TEL. 0432063014)

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長 片岡 進

◎調達機関番号 579 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等件名及び数量 ジェトロ本部ビル
専有部入退室管理設備（カードリーダーシス
テム）の更新 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｃ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
パナソニック防災システムズ株式会社

５ 担当部署 〒1076006 東京都港区赤坂１
1232 独立行政法人日本貿易振興機構 経理
部管理課 電話0335825548
電子メール：FIB@jetro.go.jp
６ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 14

 Nature and quantity of the products to be

required : Access Control System (Card

Reader System) Renewal for JETRO Ex‑

clusive Areas, JETRO Headquarters Build‑

ing

 Expected date of the contract award : 15,

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : c Interc‑

hangeability

 Contact point for the notice : Facilities

and Procurement Division, Finance and Ac‑

counting Department, Japan External

Trade Organization, 11232, Akasaka,
Minato‑ku, Tokyo 1076006, JAPAN TEL
0335825548

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日
契約責任者 西日本高速道路株式会社

代表取締役社長 芝村 善治

◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 令和８年度～令和10
年度 料金・経路検索エンジン等運用・管理
業務

２ 随意契約の予定日 令和８年10月16日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
高速道路トールテクノロジー株式会社

５ 担当部署 〒5300003 大阪市北区堂島１
６20 西日本高速道路株式会社 財務部契約
審査課 電話0663449239
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of services to be re‑

quired : R8～R10 Traffic fee and route
search engine operation and management

business

 Expected date of the contract award : 16

October 2026

 Reason for the use of the single tendering

procedures as provided for in an agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Contract

and Credit Division, Accounting and

Finance Department, West Nippon

Expressway Company Limited, 1620
Dojima Kita‑ku, Osaka City, Osaka Prefec‑

ture 5300003, Japan TEL 0663449239

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日
国立大学法人広島大学
契約担当職 理事（財務・総務担当）

柳澤 好治
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 34
〇第６号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 若手研究者向けＩＴ
システム開発・改修（ＬＰＦ機能開発、イベ
ント機能改修等） 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月21日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社ＳＲＡ西日本

５ 担当部局 〒7398511 東広島市鏡山一丁目
３番２号 広島大学財務・総務室財務部会計グ
ループ 藤井 隆司 電話07056654587
E‑mail zaimu-keiyaku@office.
hiroshima-u.ac.jp

６ Summary

 Classification of the products to be pro-
cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Development and Modification of

an IT System for Young Researchers (De‑

velopment of LPF Functions, Modification

of Event Functions, etc.) 1 set

 Expected date of the contract award : 21

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Absence

of Competition for Technical Reasons

 Contact point for the notice : FUJII

Takashi, Accounting Group, Department of

Financial Affairs, Financial and General

Affairs Office, Hiroshima University Hi‑

gashihiroshima Campus, 132 Kaga‑
miyama Higashihiroshima‑shi 7398511
Japan, TEL 07056654587
E‑mail zaimu-keiyaku@office.
hiroshima-u.ac.jp

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日
大学共同利用機関法人
情報・システム研究機構長 喜連川 優

◎調達機関番号 416 ◎所在地番号 13
〇第１号極地研
１ 調達内容
 品目分類番号 56
 購入等件名及び数量 南極昭和基地等での
活動にかかる人員及び物資輸送のための飛行
一式


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２ 随意契約の予定日 令和８年10月16日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称

Ultima Antarctic Logistics

５ 担当部門 〒1908518 東京都立川市緑町
10３ 大学共同利用機関法人情報・システム
研究機構国立極地研究所管理部財務課契約係
西野 修平 電話0425120620
E‑mail keiyaku@nipr.ac.jp

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 56

 Nature and quantity of the services to be

required : Flights to transport personnel

and supplies for activities around Syowa

Station in Antarctica 1 Set

 Expected date of the contract award : 16

October, 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Shuhei

Nishino, Finance Division, Management

Department, National Institute of Polar Re‑

search, Research Organization of Informa‑

tion and Systems, 103, midori‑cho, tac‑
hikawa‑shi, Tokyo 1908518 Japan,
E‑mail keiyaku@nipr.ac.jp

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 72

 Nature and quantity of the services to be

required : Outsourced Analysis of Competi‑

tor Activities and Strategic Planning for

Brand Value Enhancement

 Expected date of the contract award : 16

October 2026

 Reasons for the use single tendering pro‑

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b Protec‑

tion of Exclusive Rights

 Contact point for the notice : Asuka

Fujiwara, General Affairs Department,

JAPAN POST INSURANCE Co., Ltd.

Otemachi Place Westtower 31 Otemachi
2‑chome Chiyoda‑ku Tokyo 1008794,
Japan. TEL 0334772581

落 札 者 等 の 公 示
次のとおり落札者等について公示します。
令和８年９月 25 日 支出負担行為担当官 総務省統計局長 永島 勝利

（東京都新宿区若松町19１）
［掲載順序］
品目分類番号 調達件名及び数量 調達方法 契約方式 落札決定日（随意契約の場合
は契約日） 落札者（随意契約の場合は契約者）の氏名及び住所 落札価格（随意契約の場合
は契約価格） 入札公告日又は公示日 随意契約の場合はその理由 指名業者名（指名競争
入札の場合） 落札方式 予定価格

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13
72 家計消費単身モニター調査の実施業務の請負 一式 購入等 一般  8. 7.17 
株式会社インテージリサーチ 東京都東久留米市本町１４１ 1760000000円  8. 4. 9
総合評価 1862347300円
71、27 令和８年度 事業所母集団データベース整備に係る業務（新設事業所等の調査区同定）
の請負 一式 購入等 一般  8. 7.29 株式会社パスコ 東京都目黒区下目黒１７
１ 24654300円  8. 5.22 最低価格 24972420円
71 統計調査結果表マイクロフィッシュフィルムの電磁的記録化業務の請負 一式 購入等
一般  8. 8. 4 株式会社ニチマイ 東京都江戸川区中葛西４1914 19456217円
 8. 6. 1 最低価格 20356889円
72 令和８年経済センサス活動調査 督促関係業務（督促状の印刷、発送及び企業情報の整
理等）の請負 一式 購入等 一般  8. 8.17 パシフィックコンサルタンツ株式会社
東京都千代田区神田錦町３22 60455101円  8. 7. 6 最低価格 60460035円
71、27 統計図書館システムの更改及び運用・保守業務の請負 一式 購入等 一般 
8. 8.28 三菱電機ソフトウエア株式会社 茨城県つくば市竹園１６１ 28050000円
 8. 6.12 最低価格 28082340円
21 総務省第二庁舎４階及び７階大会議室等ＬＥＤ照明更新作業の請負 一式 購入等 
一般  8. 8.31 株式会社ワイワークス電気設備 愛知県北名古屋市宇福寺中杁146 
11550000円  8. 7.24 最低価格 13200000円
71、27 令和８年経済センサス活動調査 新設事業所等に対する調査区同定及び小地域情報
コード付与業務の請負 一式 購入等 一般  8. 9. 1 株式会社パスコ 東京都目黒区
下目黒１７１ 135543100円  8. 6.29 最低価格 136400000円

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日
契約責任者
株式会社かんぽ生命保険
代表執行役副社長 立花 淳

◎調達機関番号 431 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 随意契約に付する事項 ブランド価値向上
に向けた他社活動分析・戦略方針の仮説検討
の委託

２ 随意契約の予定日 令和８年10月16日

３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
株式会社電通

５ 担当部局 〒1008794 東京都千代田区大手
町二丁目３番１号大手町プレイスウエストタ
ワー12階 株式会社かんぽ生命保険総務部契約
担当 藤原明日香 電話0334772581

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年９月 25 日

契約等担当職 日本中央競馬会
法務部契約室長 菅沼 孝章

◎調達機関番号 236 ◎所在地番号 13
〇広報第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 73
 購入等件名及び数量 競馬理解増進番組の
実施 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年10月16日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「技術的理由によ
る競争の不存在」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
㈱電通

５ 担当部局 〒1050003 東京都港区西新橋
１１１ 日本中央競馬会 本部 法務部
契約室 ＴＥＬ0335915251
E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp

６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Regarding the Implementation of

the Horse Racing Awareness Program

 Expected date of the contract award : 16
October 2026
 Reasons for the use single tendering pro‑
cedures as provided for in the Agreement
on Government Procurement : b Absence
of Competition for Technical
 Contact point for the notice : Contract
and Procurement Division, Legal Affairs
Department of Japan Racing Association,
111 Nishi‑shimbashi, Minato‑ku,
Tokyo 1050003 JAPAN tel : 033591
5251 E‑mail : keiyaku-qa@jra.go.jp
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